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本市では、令和２年度に「第５次府中市総合計画」を策

定し、「しあわせ実感！”力強さ”と”やさしさ”のある

未来を創造するまち府中市」を目指し、府中市での暮らし

や府中市での活動に誰もが「しあわせ」を実感できる、

「住み続けたいまち、訪れたい・住みたいまち、選ばれる

まち」の実現に向けて取り組んでいます。

農業においては、昼夜の気温の寒暖差のある気象条件のもと多彩な農業が営まれて

います。北部地域は、ほ場整備によって比較的条件の整った農地が多く、水稲をはじ

め野菜、飼料作物などの生産と酪農を主とした畜産経営が盛んで、南部地域は、消費

地に隣接しつつも比較的狭小な棚田が多いなかで、「諸田ごんぼう」など古くから市

民に親しまれてきた作物が生産されるなど、地域の特性を活かした農業が営まれてい

ます。

しかしながら、農業を取り巻く環境は、人口減少、高齢化の進展、生活様式ととも

に変化する食品市場を背景に、農産物の流通形態も大きく変わっていくなかで、従来

どおりの農業経営では所得を生み出すことが難しくなってきています。また、若者の

都市部への流出が進むとともに農家世帯及び人口の減少が進み、集落共同によって維

持されてきた様々な機能が低下しつつある状況です。このままでは、農業を支える担

い手が減少し、本市農業は衰退の一途をたどります。

こうしたなかで、衰退する農業から「農業は儲かる」、「農業を魅力ある就きたい

職業」に転換するため、本市の農業・農村の将来像を描き、その実現に向けた具体的

な目標を定め、講じていくべき必要な施策の展開方向を示す「府中市農業振興ビジョ

ン」を本市として初めて策定しました。

今後、「次世代につなぐ持続可能な農業・農村の確立」を将来像とした各種施策を

展開し、活力ある強い農業の推進を図ります。

本ビジョンの策定に当たりまして貴重な御意見、御提言をいただきました多くの皆

様方に心からお礼申し上げます。

最後に、本ビジョンの推進に当たっては、農業者、農業団体、市民、企業、大学、

金融機関、行政などが協働・連携し、目指すべき姿の実現に向けて取り組む必要があ

りますので、皆様の御理解と御協力をお願いします。
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→農家だけでなく、市民（消費者）、市民も農業、農村の振興に対して様々な価値を認識し、期待している。
～アンケート調査～
問14　府中市の農業、農村に期待すること

ｻﾝﾌﾟﾙ数（複数回答）

カテゴリー

新鮮で安全・安心な食料の供給

自立した農業、若い農業者の育成

減農薬等、環境にやさしい農業

学校給食に地元産農産物を供給

就業や雇用の場となること

農業を通じた交流イベントの開催

美しい農村景観、空間づくりの推進

市民農園等、農業を体験できる場

特にない

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ

問8　府中市の農業、農村に期待すること

ｻﾝﾌﾟﾙ数（複数回答）

府中市は、標高数十メートルの低地から五百メートルを超える冷涼な高地まで、変化に富

んだ地形、気象条件のもと多彩な農業が営まれてきました。北部地域は、ほ場整備によって

比較的条件の整った農地が多く、水稲をはじめ野菜、飼料作物などの生産と酪農を主とした

畜産経営が盛んで、南部地域は、消費地に隣接しつつも比較的狭小な棚田が多いなかで、

「諸田ごんぼう」など古くから市民に親しまれてきた作物が生産されるなど、地域の特性を

活かした農業を育んできました。

また、市民もこうした農業を通じて豊かな食文化を育み、美しい自然や景観に触れるなか

で、農業・農村がもたらす多面的機能によって生活に潤いや安らぎを享受してきました。

一方で、人口減少、高齢化の進展、生活様式とともに変化する食品市場を背景に、農産物

の流通形態も大きく変わっていくなかで、延長線上の取組だけでは、本市の農業は取り返し

のつかないところまで衰退してしまう「待ったなし」の状況となっています。

また、若者の都市部への流出が進むとともに農村部では農家世帯及び人口減少が進み、集

落共同によって維持されてきた様々な機能が低下しつつある状況です。

特に、米の需要量が年々減少し、米価の先行きが不透明ななか、労働力不足も相まって、

農地の大部分をしめる水田を今後とも維持できるかどうか多くの農家が不安を抱えています。

水稲以外の園芸や畜産においても、農産物の輸入自由化等にともなう国内市場への影響や

肥料農薬、燃料そして温室等施設などの資材価格高騰による経営収支の悪化などを背景に、

農業経営を今後とも維持し、あるいは、後継者に経営を託すことに不安を抱える状況となっ

ています。

水田を借り受け、作業を受託してきた担い手の高齢化がこのまま進めば、担い手が減少し、

担い手不在となった農地は遊休化し、周辺の農道、農業用水路、農業用ため池等の管理も手

薄になり地域全体としても農業を営む環境が悪化することとなります。

また、野菜生産や畜産などの自立した農業経営が減っていくと、産地としての市場競争力

低下や生産技術の衰退を招き、基幹産業としての基盤を失うこととなるため、今こそこうし

た流れに歯止めをかけ、将来につながる農業基盤を立て直していく必要があります。

新鮮で安全・安心な食料を市民に供給するだけでなく、水田のダム機能を通じた防災効果、

水源涵養や、やすらぎを生み出す美しい農村景観等、農業が健全に維持されることを通して

発揮される多面的機能を維持するためにも、農業・農村の存続意義を行政をはじめ、全ての

市民が改めて認識し、必要な施策を講じていくことが求められています。農業が魅力ある産

業として、また、誇りを持てる職業として若者の就農への志向を呼び寄せることができるよ

う、府中市の農業を再構築していく必要があります。

このため、府中市の農業・農村の将来像を描き、その実現に向けた具体的な目標を定め、

講じていくべき必要な施策の展開方向を示す「府中市農業振興ビジョン」（以下「ビジョ

ン」という。）を策定しました。

第１章「ビジョン策定の考え方」

1
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ビジョンは、「第５次府中市総合

計画」を上位計画とし、農業振興に

係る部門計画として位置づけ、「府

中地域農業振興地域整備計画」や

「府中市農業経営基盤強化基本構

想」等、農業部門の関連計画や国の

「食料・農業・農村基本計画」との

整合性を図りつつ、府中市独自の農

業振興に関する施策指針を示すもの

としてまとめました。

また、カーボンニュートラル、

SDGsの実現も念頭に関連施策を展

開していきます。

Ǆᾓ ϑǅ

ü しあわせ実感！〝力強さ″と〝やさしさ″のあ

る未来を創造するまち 府中市

ǄḨ ǅĦ

Å 「農」の持つ可能性と新たな価値を追求するな

ど、未来につながる農業振興を図る

第５次府中市総合計画

しあわせ府中２０３０プラン
令和２年度～令和11年度

府中市農業振興ビジョン
令和４年4月～令和1４年3月

みどりの食料システム戦略（国）
2050年度目標 （令和３年５月公表）

食料・農業・農村基本計画（国）
2030年度目標 （令和２年３月閣議決定）

Â 府中地域農業振興地域整備計画
（令和２年度～令和１１年度）

Â 府中市農業経営基盤強化基本構想
（令和２年度～令和１１年度）

第１章「ビジョン策定の考え方」
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「カーボンニュートラル」の視点
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このビジョンは、府中市が目指す農業・農村の将来像とその実現に向けて展開する施策の基

本的な指針を示す長期的なビジョンとして策定するものであり、また、第５次府中市総合計画

を上位計画とする農業部門の部門計画として位置づけるため、計画期間は令和４（2022）年

度から令和13（2031）年度までとします。

第１章「ビジョン策定の考え方」

ビジョン策定にあたり、令和３年２月に府中市農業振興ビジョン策定委員会を設置し、農業

者や市民、企業等への意向調査の実施、関係機関・団体へのヒヤリング等によって現状把握、

分析を行い、計５回の委員会での意見交換、検討を踏まえながら、市民、関係者総意の計画と

してとりまとめました。また、計３回の分科会にて、稼げる農業実現に向けた検討を行いまし

た。

ὑ ₴

ὑ

府中市農業振興ビジョン策定委員会の設置 R３.２

ビジョンの構成、意向調査（案）等
（R３.４.２２)

意向調査結果の説明及び現状認識に係る意見交換

農業振興ビジョン骨子検討

現状・問題及び振興課題の検討

農業振興ビジョン（案）検討

基礎調査（農林業センサスほか各種統計、政策資料等）

農家、市民、企業等意向調査 発送1,155、回収597

関係機関団体ヒヤリング（県農林、農技、JA、農委）

R３.４.２７～６.１４

R３.８.１９～９.２８

農業振興ビジョン策定（本編、概要版）

パブリックコメント実施 R４.３.８～３.１８

基本目標、施策体系等

施策内容、目標指標等

現状、問題点、施策課題

分 科 会

第１回 策定委員会

第３回 策定委員会

第２回 策定委員会

第４回 策定委員会

第５回 策定委員会

（R３.１１.５）

（R３.１０.１）

（R４.２.２５)

（R３.１２.２２)

稼げる農業実現に係る意見交換
（R３.７.２６）第１回 分科会

稼げる農業実現に向けた検討
（R３.１０.２２）第２回 分科会

稼げる農業実現に向けた検討
（R４.２.１７）第２回 分科会

問題点、課題

今後の方向性

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 R12 R13 R14
2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

第５次府中市総合計画

府中市農業振興ビジョン

食料・農業・農村基本計画
（令和２年３月閣議決定） ▲ ▲見直し 見直し

▲ 次期計画

▲５年目中間見直し

4



ǡ Ǜ
Ŧ ~ ǡ

ŧ ~ ȅ ǽ ǂ

Ũ ~ ǡ ¤

ũ ~ Ǟ ǌǾ≥ וֹ

Ū ~ ǡ

5



府中市計

世帯数

人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

上下町

世帯数

人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

2030,2040は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）による推計値

旧府中市

世帯数

人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

2030,2040は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）による推計値

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（H29推計）

注：人口総数には年齢不詳を含むため合計は一致しない

4,067 3,572 2561 2392

19,028
17,391

14445
11630

12,109

12,370

11213

11172

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H27 R2 Ｒ12 Ｒ22

年
代

別
人

口
（人

）

484 350 266 268

2,306
1,893 1740

992

1,998

2,001
2104

1224

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H27 R2 Ｒ12 Ｒ22

年
代

別
人

口
（人

）

府中市は、広島県の東南部の内陸地帯

に位置し、東に神石高原町、西は世羅町、

南は福山市、尾道市、北は三次市、庄原

市と接しています。令和２（2020)年の

総面積は19,575haで、うち14,682ha

（75%）が森林で占められ、耕地面積は

943ha（５％）となっています。

大化の改新により備後の国府が置かれ

ていたことにより、千三百余年の歴史を

もち、古くから山陽と山陰を結ぶ交通の

要衝としてにぎわってきました。

■ 0～14歳 ■15～64 ■65歳以上

■ 0～14歳 ■15～64 ■65歳以上

令和2（2020）年（国勢調査）の市

の人口は37,655人、世帯数は15,030

世帯となっています。人口はこの10年

間で１割以上減少し、高齢化率（65歳

以上の割合）は38.2％ですが、府中地

域の37％に対して、上下地域は47.1％

と高齢化が進んでいます。

将来の人口推計では、今後とも人口減

少が進むことが予測されており、10年

後の令和12（2030）年では、府中地

域は16％減、上下地域は3%減となっ

ていますが、さらに10年後の令和22

（2040）年では、上下地域は現在から

４割減と大幅な減少が予測されています。

人口減少が続くなかで、農業生産だけ

でなく、集落機能を維持する上でも支障

が出ることが懸念されます。

第２章「府中市農業の現状と課題」

府中市

《広島県（市町）》

福山市尾道市

世羅町

三次市

庄原市

神石高原町

図2-１ 府中市の位置図

図2-2 地域別人口の将来推計（年齢層別）

【上下地域】

4,792

4,245 4,110

2,484

【府中地域】

35,277

33,410

28,219

25,194

1
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府中市計

世帯数

人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

上下町

世帯数

人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

2030,2040は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）による推計値

旧府中市

世帯数

人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

2030,2040は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）による推計値

資料：気象は、国交省気象庁DBより府中、上下の過去10年間（2011-2020）の

アメダス等観測データを整理（平均気温、最高・最低気温、年降水量、日照時

間等）

注：上下の気温はデータがないため、近隣の世羅を使用

0

5

10

15

20

25

30

0

50

100

150

200

250

300

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均降水量（上下） 平均降水量（府中）

平均気温（世羅） 平均気温（府中）

(mm) (℃)

本市は、南北25.536km、東西17.126kmと南北に長く、市北部には標高768mの竜王山

が、中央部に738mの岳山をはじめ、400～700mに及ぶ山々が起伏し、中央部から南部にか

けては瀬戸内海に注ぐ芦田川水系の本流及びその支流が、北部には日本海に注ぐ江の川水系の

上下川が流れており、陰陽の分水界を形成しています。

本市は、伝統産業である備後がすり、

府中たんす、府中みそなどの地場産業が

栄え、近代になって非鉄金属ダイカスト

製品、建設機械、衣服縫製品などの産業

が発達し、内陸工業都市として発展して

きました。

産業別総生産（実額）では、製造業を

主として第２次産業が全体の54％を占め、

次いで第３次産業が46％、第１次産業は

１％未満となっています。

観 光 客 数 （ 年 間 ） は 、 平 成 22

（2010）年に70万人を下回るまで減少

しましたが、中国横断自動車道尾道松江

線の開通や道の駅びんご府中の開設など

によって平成28（2016）年以降は

100万人を超える状況となっています。

農地もこうした変化に富んだ地勢に広

がっており、南部は標高数十メートルの

川沿いや谷あいに点在し、北部の上下地

域では標高500m付近まで比較的条件の

良いまとまった農地が広がり、多彩な農

業が営まれています。

気候条件も南部地域と北部地域では大

きく異なっており、年平均気温では南北

差が2～3℃あり、年間降水量は南部が

1,340mm、北部が1,430mmと北部は

冷涼な内陸型の気候となっています。
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資料：広島県

福山市 尾道市 三原市

世羅町 府中市

（千人）

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-3 月平均気温及び降水量（月別）

図2-4 府中市の産業別総生産（実額）

図2-5 府中市及び備後圏域の観光客数の推移
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資料：市町内総生産（実額）（県統計課）
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H22

H27

R2

H22

H27

R2

H22

H27

R2
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H27

R2
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体
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農
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営

体
・家

族
経

営
体

（千
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体

）

資料：農林業センサス

農業経営体

個人経営体

団体経営体

-30.0% -20.0% -10.0% 0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

1000万円未満

1000万円～5000万円未満

5,000万円～3億円未満

3億円以上

資料：農林業センサス

注：販売無しの経営体は含まず

H27/H22

R2/H27

14.4

11.9
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34.2

30.2

25.1
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10.3

10.2

9

10.1
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11.8

10.7

11.8
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H22

H27

R2

資料：農林業センサス

1ha未満 1～5          5～10 10～20 

20～30 30～50 

50˙100 

100haӟ

55.3％

47.6％

41.7％

基幹的農業従事者（主に農業に従

事）の高齢化と減少が進むなかで、農

業経営体は大幅に減少しています。

令和2（2020）年の経営体数は

1,076千となっており、この10年間

で36％減少しています。代わって団体

経営体が10年前の31千から24％増え

ており、担い手の構造は個人から組織

へと移行しつつあります。

この10年間で10ha以上の経営体へ

の農地集積割合は41.7％から55.3％

まで拡大しています。一方で、5ha未

満については、48.6％から34.5％に

縮小しています。

全国的には、個人経営の減少ととも

に、担い手への農地集積と規模拡大が

進んでいる状況がわかります。

担い手への農地集積、経営耕地の面

積規模の拡大とともに、販売額につい

ても規模拡大が進んでいます。

販売金額規模５千万円を境に経営体

数の増減傾向が異なっており、特に１

千万円未満の経営体数の減少傾向が顕

著である一方、５千万円以上の経営体

数の増加が続いており、組織経営体の

増加とともに経営規模の拡大傾向は今

後も続くことが予想されます。

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-6 農業経営体等の推移（全国）

図2-7 経営耕地規模別面積割合（全国）

図2-8 販売金額規模別経営体数の増減率（全国）
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資料：農業物価統計調査「農産物価格指数」
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光熱動力 建築資材

資料：農業物価統計調査「農産物価格指数」

農業生産資材価格は、長期にわたっ

て上昇基調にあり、この10年間は高止

まりの状態が続くなかで、経営収支を

悪化させる要因となっています。

特に、令和３（2021）年から燃油、

肥料、その他資材価格はさらに上昇し

ており、認定農業者等の大規模経営で

は、農産物価格の低迷も重なり経営の

存続が危ぶまれる事態も生じています

農産物価格は、米と米以外の作物で

動きは大きく異なっています。米につ

いては需要量の減少傾向に歯止めが掛

からず、下落傾向が続いています。

他の作物は、長期にわたって横ばい

で推移していましたが、この10年間で

はやや上昇傾向にあります。

ただし、新型コロナウイルス感染症

の影響により直近では外食関連の需要

が減少している状況で、今後の動向が

注視されます。

第２章「府中市農業の現状と課題」

38,299

米
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花
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8,399

野菜
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」

8兆1千億円
8兆9千億円

図2-9 部門別農業産出額の推移（全国）

図2-10 農産物類別年次別価格指数の推移

図2-11 農業生産資材類別年次別価格指数の推移

国内の農業産出額は米価の低迷、生

産調整の強化とともに減少傾向が続い

ています。

昭和60（1985）年の11兆６千億

円から、平成22（2010）年には8兆

１千億円まで減少し、畜産や野菜等の

増加によって、令和元（2019）年に

は8兆9千億円まで回復しています。
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H22
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R2

H22

H27

R2

H22
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R2

ふるさと回帰支援センターへの地方

移住の相談件数は、平成26（2014）

年以降、急速に増えています。

年代別では、以前は、高年齢者層の

割合が多い状況でしたが、最近では、

30代、40代の割合が全体の半数以上

を占めるほどになっており、ここ数年

は20代の関心が高まっています。

新型コロナウイルス感染症を契機に、

働き方が大きく変わりつつあるなかで、

地方移住の形態や選択肢が多彩になっ

たことで、地方への関心が高まってい

ます。
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参
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電

話
問

合
せ
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）

資料：ふるさと回帰支援センター

面談・セミナー参加 電話等問合せ

セミナー開催数

新型コロナウイルス感染症にともな

い、食料支出（家計）にも大きな影響

が現れています。

特に、人流抑制、移動制限などに

よって業務用関係の需要（米、野菜）

は大きく低下しました。

一方、家計消費では、インターネッ

トによる購入が急速に拡大し、コロナ

禍前後で約1.6倍増えており、Eコ

マースは新たな販売手段として注目さ

れています。
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資料：家計消費調査報告（2人以上世帯）

2018 2019 2020

13,240
12,530

11,410

10,090 9,870
9,180

5,960

7,980 8,170 7,960
7,060 7,090

2,650 2,520 2,470 2,710 2,360 2,270

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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12,000

14,000

H26 H27 H28 H29 H30 R１

（人）

資料：新規就農者数実態調査

■ 自営就農 ■ 雇用就農 ■ 新規就農

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-13 移住相談の問い合わせ件数

図2-12 就農形態別新規就農者数の推移（49歳以下）

図2-14 インターネットによる食料品の支出額

新規就農者の全国的な動向は、平成

26（2014）年以降、自営就農者

（親元就農）は減少傾向にあり、雇用

就農の割合が相対的に増えている状況

です。また、新規就農（非農家からの

就農）も長期的な傾向では一定の割合

で推移しており、農家の後継者だけで

なく、U・Iターン等による新規就農者

の受け入れも含めた担い手の育成が必

要となっています。

ᾦ Ϸᾦ ᾦ

ᶥₒ ᷂ ̮ ⱲṔқ

Ḍ ї ◙
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S55

S56

S57

S58

S59

S60

S61

S62

S63

H1

H2

H3

H4

H5

H6

H7

H8

H9

H10

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

V 消費者や実需者のニーズに即した施策
V 食料安全保障の確立と農業・農村への国民的合意の形成
V 持続性確保への人材の育成・確保と生産基盤強化
V スマート農業の加速化と農業DXの推進
V 地域政策の総合化と多面的機能の維持・発揮
V 災害や家畜疾病等、気候変動等のリスク対応の強化
V 農業・農村の所得の増大に向けた施策の推進
V SDGｓを契機とした持続可能な取組を後押しする施策

基本的な方針

「産業政策」と「地域政策」を車の両輪として推進し、
将来にわたって国民生活に不可欠な食料を安定的に供給し、
食料自給率の向上と食料安全保障を確立

施策推進の基本的な視点

食糧自給率目標等

《供給熱量ベース》 37% (2018) → 45% (2030目標) (食料安全保障評価)
《生産額ベース》 66% (2018) → 75% (2030目標) (経済活動評価)

【食料国産率】 ※ 飼料自給率を反映せず国内生産の状況を評価
《供給熱量ベース》 46% （2018実績） → 53% （2030目標）
《生産額ベース》 69% （2018実績） → 79% （2030目標）

資料：農林水産省

農林水産業・地域の活力創造プラン

（令和３年12月改訂）

ӓ

˲ ᷂ ὑӓ

※その他「農林水産物・食品の輸出促進」

「６次産業化等の推進」「経営所得安定対

策の見直し等」「農協・農業委員会制度等

の改革」等11項目(全１４項目）

34%

46%

20%

33%

1%

16%

5%

25%

8%

12%
燃料燃焼

石灰･尿素施用

家畜消化管内発酵

家畜排せつ物管理

稲作

家畜排せつ

物管理

農用地の

土壌

˘ ӓ

CO2

CH4

ʝ ӓ˘

排出量

4,747万トン

地球温暖化は、自然災害の増加とと

もに、環境問題の中心的なテーマとし

て多くの国民の関心を集めています。

我が国は令和32（2050）年の

カーボンニュートラルを目指すことと

し、各業界においてもその取組を加速

する動きが広がっています。

令和元（2019）年の日本の温室効

果ガス排出量は12.12億トンで、この

うち農林水産分野からの排出量は約

4,747万トン（3.9％）とされ、農業

分野での削減も求められています。

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-15 農業部門での温室効果ガス排出量

図2-16 食料・農業・農村基本計画 （令和２年３月閣議決定）

令和2（2020）年３月に国において見直された新たな「食料・農業・農村基本計画」では、

政策推進の基本的な視点として、「人材育成と生産基盤の強化」、「スマート農業の加速

化」や「SDGsを契機とした持続可能な取組」などが掲げられ、食料自給率の向上と食料安全

保障の確立を目指し、そのための施策を展開することとしています。また、具体的な施策指

針として、令和3（2021）年12月には「農林水産業・地域の活力創造プラン」が改訂され、

農林水産業のグリーン化（みどりの食料システム戦略）も重要な柱として示されています。

ᶮ ṑ

ᶮ Ḩ

資料：農林水産省（令和３年版 食料・農業・農村白書）
「農林水産分野の温室効果ガス排出の現状」より
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農業産出額の推移（府中市）

米

野菜

果実

花き

工芸

肉用牛

酪農

その他

産出額計

作物統計調査（水稲）市町村別データ 

作付面積

収穫量

収量

資料：作物統計調査（水稲）農林水産省

府中市
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資料：広島農林水産統計年報

注：H17～H25まではデータ無し
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■その他

■酪農

■肉用牛

■工芸

■花き

■果実

■野菜

■ 米

本市の耕地面積は943haで、この

うち田が700haと全体の４分３を占

めています。

また、総面積の半分は一定規模以上

の農業経営体（又は販売農家）が耕作

し、半分は自給的農家や土地持ち非農

家が管理している状況です。耕作放棄

地の多くは小規模農家で発生している

ことから、こうした状況を踏まえた対

策が必要となっています。

農家数の動向も、全国と同様、個人

経営は減少傾向にあり、法人経営が増

えていますが、ここ数年は、こうした

動きは停滞しており、今後の担い手確

保が危惧される状況です。
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資料：農林業センサス

注：R２年の経営耕地面積（総農家）のデータは無い

経営耕地面積（総農家)

経営耕地面積（経営体)

法人経営体

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-17 農業産出額の推移（府中市）

図2-18 水稲作付面積の推移（府中市）

図2-19 経営耕地面積と法人経営体の推移（府中市）

本市の農業は、標高数十メートルの

南部地域から五百メートルを超える北

部一帯まで、変化に富んだ地形、気象

条件のもと多彩な作物が生産されてい

ます。

北部地域は、ほ場整備によって比較

的に条件の整った農地が多く、水田を

はじめ野菜、飼料作物の生産及び酪農

を主とした畜産が盛んで、南部地域は、

未整備の傾斜地が多いなかで、水稲を

主要作物とし「諸田ごんぼう」など特

徴的な作物が生産されるなど、地域の

特性を活かした農業が営まれてきまし

た。

平成7（1995）年には約20億円

だった農業産出額は米価の低迷や水稲

作付の減少とともに下降し、平成26

（2018）年には約12億円まで縮小

しました。以降は野菜や畜産の生産拡

大等により微増となっています。

3

ї 13ϤЛ

512
502

510 504

499 472
461

447 443
434

2,670
2,620

2,730

2,610

2,430
2,390

2,470
2,400

2,310

2,170

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

300

350

400

450

500

550

600

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
収

穫
量

（ｔ
）

作
付

面
積

（
ha

）

資料：農林水産省「作物統計調査」
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資料：農林業センサス、府中市（令和2年）

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-21 府中市の農業概要

露地野菜 花き

施設野菜 特産品

酪農 肉用牛

集落法人

堆肥加工センター

【特徴的な経営・作物等】

吉野

上下
階見

矢野

清岳

協和

河佐・上山・荒谷

諸田

栗生・僧殿

32ha

27ha

20ha

8ha 

25ha 

131ha

140ha 

30ha 

44ha 

●道の駅びんご府中

図2-20 農地の賦存状況等（府中市）

ǛȚȃǍ

●法界山（直売所）

Â 耕地面積 943ha （田 700ha 畑 243ha）

Â 経営耕地面積 457ha 
(田399ha 畑 54ha 樹園地 4ha）

ü 農業経営体 423（個人406、団体17）

Å ほ場整備面積 389ha

Å 中山間地域等直接支払協定面積 376ha

Å 多面的機能支払（農地維持）面積 319ha
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府中市

総農家
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自給的農家

土地持ち非農家

経営耕地規模別面積の割合
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資料：農林業センサス

注：R２年は農業経営体（個人）、土地持ち非農家のデータ無し

販売農家 自給的農家 土地持ち非農家
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資料：農林業センサス

0.5ha未満 0.5～1ha 1～3ha 3～10ha 10ha以上

60%

54%

37%

1ha未満

集落法人等への農地貸付や高齢化等

による経営規模の縮小などによって、

販売農家（一定規模以上の農家）の減

少傾向が顕著ですが、最近では、自給

的農家の減少傾向も進んでいるなかで、

地域の農業や農地がどう維持されてい

くのかが懸念される状況です。

担い手への農地集積の状況を全国の

動きと比較すると、本市も全国と同様、

この10年の担い手への農地集積及び

規模拡大は着実に進んでいますが、

10ha以上の割合（令和２（2020）

年）は、全国の55％（８頁参照）に

対して本市は25％に留まっています。

集落法人による農地利用集積（貸借

＋作業受託）面積はここ数年間はわず

かに増加していますが、約100haで

推移しており、さらなる拡大の動きは

見られない状況です。

経営規模が１ha未満の割合は減り続

けていますが、その減少分は集落法人

が引き受けるのではなく、3～10ha

等の個人農家が受け皿となっているな

かで、こうした状況が今後とも維持さ

れるかどうか危惧されます。
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第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-22 農家、土地持ち非農家の推移（府中市）

図2-23 経営耕地規模別面積の推移（府中市）

図2-24 認定農業者数と農地利用集積面積の推移（府中市）

ὤ ᵣ̱ ᵣ ᷂ Ҳׄ
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※アスパラガスを基幹作物とした経営を目指す
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資料：農林業センサス

H22 H27 R2

チャレンジファーム研修、就農スケジュール

研修（座学）

研修（実習）

営農計画策定

生産基盤整備

作付開始（経営開始）

研修1年目 研修２年目 就農１年目 就農２年目 就農３年目
令和３（2021）年４月現在、新規

就農者は５戸（園芸４、酪農１）です

が、経営の安定、規模拡大が進まない

状況もみられます。

本市の農業、産地をけん引し、定住

に結び付く認定農業者を計画的に育成

するため、令和元（2019）年度から

JA全農チャレンジファーム（研修制

度）を通じて、新規就農者を受け入れ、

その育成に取り組んでおり、令和４

（2022）年度から本格的に就農を始

める予定です。

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-25 経営部門別認定農業者数の推移（府中市）

図2-26 販売金額規模別経営体数の推移（府中市）

令和２（2020）年の認定農業者

24経営体のうち、水稲部門（複合、

専作）が8経営体（うち7は集落法

人）で最も多く、次いで酪農が７経営

体、野菜と花きが各３経営体、その他

が肉用牛、工芸作物となっています。

ここ数年では水稲部門は減少、園芸

部門が増加し、全体では概ね横ばいで

推移しています。

販売金額規模をみると、全国では5

千万円以上が増加し、これ以下は減少

していますが、本市では、１千万円以

上の経営体は16に留まり、５千万円

以上の経営体は減っていることを踏ま

えると、今後は、経済的な活力を高め、

本市の農業をけん引する経営体の育成

が課題といえます。

また、数では大部分を占める小規模

経営体についても、農地の保全や多面

的機能の発揮という視点から、経営の

維持に向けた対策が求められています。

図2-27 JA全農チャレンジファームの研修、就農スケジュール

ὑ
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資料：府中市

飼料作物 大豆 その他（そば他）
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資料：府中市

キャベツ はくさい アスパラガス ほうれんそう

16.2

19.9
18.5 19.2 19.0 18.2

主 食 用 米 の 生 産 は 平 成 27

（2015）年から５年間で44ha減少

しています。今後の需要に対応するた

め、多収米の生産についても徐々に増

やしていますが、新型コロナウイルス

感染症の影響にともなう業務用需要の

減少によって、こうした動きも停滞し

ています。

非主食用米は、耕畜連携によって

WCS用稲を中心に生産を拡大してき

ました。また、平成30（2018）年

からは、加工用米（冷凍米飯等）の生

産を進めており、新型コロナウイルス

感染症等の影響を見極めながら、将来

的にはさらに増やしていく考えです。

米以外の転作作物では、飼料作物を

主に、大豆やそばの生産もありますが、

排水不良などに起因し、生産性は低く、

面積も拡大していません。

水田農業の所得向上を図るため、ア

スパラガス、キャベツ、はくさいなど

の高収益作物の生産振興を進めていま

す。

アスパラガスは新規就農の経営の柱

となる作物として、今後、段階的に生

産を拡大することとしています。

キャベツやはくさいは、実需者（業

務用カット野菜等）との契約によって

売り先を確保したうえで集落法人等に

よって計画的な生産に取り組まれてお

り、水田農業で収益を高める作物とし

て、一層の生産性向上、生産拡大が期

待されています。

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-28 主食用米の生産面積の推移

図2-29 非主食用米の生産面積の推移

図2-30 飼料作物、大豆等生産面積の推移

図2-31 高収益作物の生産面積の推移

ᵣ Ҳׄ

ʺ ⱨ ϊׄ
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府中市

（３）農産物販売金額規模別経営体数

H17

H22

H27

R2

H17

H22

H27

R2

5.7 5.2 5.1 6.0 6.1 5.1

3.2 3.1 3.1
3.0 2.8

2.9

1.5 1.4 1.5 0.6 1.4 2.1

1.9 1.8 1.8 1.2
1.5 1.6

1.4 1.6 1.4 1.4
1.3 1.1

1.2 1.4 1.3 1.5
1.7 2.3

1.1 1.2 1.3 1.2
1.7 2.61.3 1.1 1.0 3.0
2.9

2.8

0

5

10

15

20

25

30

H27 H28 H29 H30 R1 R2

生
産

面
積

（h
a）

資料：府中市

かぼちゃ きゅうり こんにゃく さつまいも

だいこん たまねぎ 白ねぎ 小松菜

キク リンドウ トルコギキョウ

18.7 18.2 18.1
19.1

20.3
21.4

肉用牛は、繁殖・肥育一貫経営によ

る規模拡大とともに飼養頭数は大きく

増加しています。

酪農経営は古くから盛んで、現在は

７経営体まで減少していますが、耕畜

連携を通じたWCS用稲等の地域内生

産及び供給体制等を背景に安定した経

営に取り組まれています。

ただし、一部の経営体では後継者の

確保に苦慮されている状況もみられ、

将来的には担い手の確保、経営継承等

に係る問題も抱えています。

また、市内には、３カ所の堆肥加工

センターが整備され、畜産資源を活か

した良質な堆肥の生産と供給力を背景

に、土づくりを基本とした地域資源循

環型農業の振興に寄与しています。

一方で、施設の老朽化等によって設

備等の改修や運営等に問題を抱えてい

ます。

環境保全型農業直接支払制度につい

ては、取組総面積が約50haまで拡大

しましたが、事務負担の大きさに対し、

有利販売等の効果が得られ難いことな

どを背景に、制度の活用は減少してい

ます。
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資料：府中市
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資料：府中市
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資料：府中市

取組総面積(ha) 堆肥施用(ha) 経営体数

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-32 振興作物の生産面積の推移

図2-33 畜産経営の飼養戸数及び飼養頭数

図2-34 環境保全型農業直接支払制度の取組推移

Ẏ ᾛ

高収益作物以外にも、水田を活用し

た園芸作物として振興作物を位置づけ

ています。このうち、かぼちゃ、きゅ

うり、白ねぎのほか、最近ではキクの

生産が増えています。多様な作物があ

ることで、技術や初期投資、生産基盤

や目標所得など、様々な要素を踏まえ

ながら、担い手の意向、地域にあった

生産を促すことができます。

17



府中市

総農家

販売農家

自給的農家

土地持ち非農家

経営耕地規模別面積の割合
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0
と

し
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時
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の

％

尾道市 府中市 三次市

庄原市 東広島市 世羅町

資料：広島県

注：H30年は西日本豪雨にともなう被害の影響を含む

平成22（2010）年以降の野生鳥

獣による農作物被害額は周辺自治体と

比較しても減少傾向にあり、一定の対

策効果が認められますが、農家の意向

調査では、「農業を続ける上で最も深

刻な問題」として鳥獣被害が１位に掲

げられ、今後の対策強化が求められて

います。

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-35 周辺市町の農作物の鳥獣被害の推移
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資料：府中市

対象面積（ha）
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図2-36 中山間地域等直接支払取組面積及び参加戸数の推移
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資料：府中市

農地維持 資源向上（長寿命化）

図2-37 多面的機能支払制度の取組面積の推移

中山間地域等直接支払制度の取組状

況（令和２（2020）年）では、協定

地区数は34、対象農地面積が376ha、

参加農家数が722戸となっており、

農地の維持保全における制度の果たす

役割は大きく、多くの農家も制度への

評価は高く施策の継続を望んでいます。

協定一地区あたりの平均面積は

12ha、平均参加戸数が21戸と全体

としては狭い範囲で制度が活用されて

います。

一方で、耕地面積に対する実施割合

が6割に留まっていることから、制度

活用に向けた啓発を進める必要があり

ます。

多面的機能支払制度についても、農

地維持（資源向上のための共同活動）

が約320haとなっているほか、県内

では取組割合が比較的低いとされる長

寿命化の活用も300ha近くまで拡大

しており、農業用施設等の維持管理に

大きく貢献しています。

意向調査では、事務負担の軽減を求

める意見も多くありますが、制度活用

への関心が高いなかで、両制度活用に

向けた普及啓発が求められます。

Ḩ ṑͪЋ ֝

ὡ ὡ

ʴῇ ᷂Ḣ ֝
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府中市

（３）農産物販売金額規模別経営体数

H17

H22

H27

R2

H17

H22

H27

R2

米 24t

37%

たまねぎ 14t

21%
白菜 4t

6%

キャベツ 4t 5%

にんじん3t 5%

大根 2t 4%

じゃがいも 2t 3%

その他 12t 19%

資料：府中市
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野菜加工品（こんにゃく、漬物）

牛乳

乳製品

調理食品

学校給食

外食その他

食料総支出額130億円のうち市内で生産されている農畜産物及び調理食品、

外食6,975百万円 （単位：百万円）

資料：家計調査

注：R１年広島市の総世帯の支出額をもとに、府中市の世帯数16,766で推計

家計調査をもとに、府中市の食料支

出額を推計すると、本市の支出総額は

約130億円で、このうち、市内産の

供給先となり得る部門に限定した場合

でも、米の家計支出は2.4億円、野菜

は同8億円、外食支出は27億円など、

市内だけでも大きな需要を抱え、隣接

する福山市を含めるとその規模は10

倍以上に及びます。

また、最近では、在留外国人が周辺

自治体を含めて増加しており、令和2

（2020）年の統計では福山市、尾道

市、府中市の合計が約1万４千人と

なっており、アジア系食材としての野

菜なども今後需要は拡大すると思われ

ます。

現在、学校給食への地場産農産物の

供給率（品目割合）は29％となって

おり、最も多い米が24トン、次いで

たまねぎが14トンなど、総重量は65

トンとなっています。

生産力ではさらなる供給の拡大は可

能と思われており、今後は、利用状況

を踏まえ貯蔵や出荷体制等を整えなが

ら品目・量を増やしていくことが求め

られています。

道の駅びんご府中（産直市）の売上

は、平成29（2017）年の営業開始

から右肩上がりで推移しており、令和

2（2020）年の利用者数は、11万

人、売上額は1.1億円となっています。

市民へのアンケート調査の結果から

も産直市を通じた地産地消の取組には

大きな期待が寄せられており、周辺地

域を含む直売施設の利用実態をみても、

さらなる販売の拡大が期待できます。

一方、出荷者数は192人で、平均

出荷額は約30万円となっており、年

間を通じた量目確保に向けて生産・出

荷者の確保に取り組む必要があります。
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資料：府中市

平均出荷額 30.6万円/年・人

計192人

72,592

87,686 88,891

113,201

92,994
98,405 98,508

110,911

781

891
902

1,021

600

650

700

750

800

850

900

950

1,000

1,050

5,000

25,000

45,000

65,000

85,000

105,000

125,000

H29 H30 R1 R2

客
単

価
（円

/人
）

売
上

額
（
千

円
）、

客
数

（人
）

資料：府中市

売上

客数

客単価

第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-38 府中市の食料支出額（推計）

図2-39 学校給食での市内産農産物の使用割合（重量ベース）

図2-40 道の駅びんご府中産直市の売上等推移

図2-41 道の駅びんご府中農産物出荷者数の状況（令和2年度）

᷂ ᷂ ֝
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【調査概要】

【回収状況】
（１） 農業者

発送数 回収数 回収率 発送数 回収数 回収率 発送数 回収数 回収率
115 66 57.4% 8 6 75.0% 4 3 75.0%
329 196 59.6% 21 11 52.4% 18 13 72.2%

13 - 1 - 0 -
444 275 61.9% 29 18 62.1% 22 16 72.7%

（２） 消費者、企業 （３） 合計

発送数 回収数 回収率 発送数 回収数 回収率 発送数 回収数 回収率
420 180 42.9% 72 31 43.1% 619 286 46.2%
140 59 42.1% 28 16 57.1% 536 295 55.0%

2 - 0 - 16 -
560 241 43.0% 100 47 47.0% 1,155 597 51.7%

注：その他は市外または地域不明

【回答者の属性（地域区分）】

一般農家 認定農業者等 中山間代表

消費者 企業 合計

意向調査は、令和３（2021）年（４月27日～６月14日）に、「一般農家」「中

山間地域等直接支払協定地区代表（以下「中山間代表」という。）」「認定農業者

等」の農業者と市民（消費者）及び食品関連等企業を対象に実施し、農業者には今後

の経営意向、農村資源管理、直売所への出荷、生産基盤、農業振興の方向等について、

市民には地産地消など地域農業への期待、企業には事業提携等意向について把握しま

した。（詳しくは資料編参照）
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第２章「府中市農業の現状と課題」

図2-42 各対象者の地区別回答割合（％）
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注：選択肢の順はいずれも同じ

(2) これまで以上の取組強化が期待される施策
～満足度は低いが必要性は上位の施策～

(1) 従来どおり継続的な実施が期待される施策
～満足度が上位で、必要性も上位の施策～

～一定程度の必要性が認められる施策～

0 50 100 150 200

⑪鳥獣被害対策

⑫農業生産基盤整備

①新規就農者の育成支援

⑨農地等保全支援（中山間）

③集落営農等の確立支援

②認定農業者の育成支援

➄直売施設の整備運営

⑥学校給食の農産物供給

⑩農業用施設維持保全（多面的）

④野菜、花き、果樹生産振興

⑬都市農村交流の推進

⑧環境保全型農業支援

⑦畜産の振興

施策の「必要性」

一般 認定 中山間
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⑫農業生産基盤整備

①新規就農者の育成支援

⑨農地等保全支援（中山間）

③集落営農等の確立支援

②認定農業者の育成支援

➄直売施設の整備運営

⑥学校給食の農産物供給

⑩農業用施設維持保全（多面的）

④野菜、花き、果樹生産振興

⑬都市農村交流の推進

⑧環境保全型農業支援

⑦畜産の振興

施策満足度のうち「不満」

一般 認定 中山間

¸評価が高く継続的な実施が期待される施策は ᷂ ͪЋ ʴῇ ᷂Ḣ Ѱ

↓ 。（全対象者共通）

¸さらなる取組強化が期待される施策は ὡᾍ が突出し、次いで Ḩ

ρ や ᾦ 。（全対象者共通）

¸ ὑ は「集落営農の確立支援」と「認定農業者の育成支援」、ʴῇ ̈ は「学

校給食への地元産農産物供給」と「農業用施設等維持保全（多面的機能支払）」に係る施

策を期待。

0 50 100

⑪鳥獣被害対策

⑫農業生産基盤整備

①新規就農者の育成支援

⑨農地等保全支援（中山間）

③集落営農等の確立支援

②認定農業者の育成支援

➄直売施設の整備運営

⑥学校給食の農産物供給

⑩農業用施設維持保全（多面的）

④野菜、花き、果樹生産振興

⑬都市農村交流の推進

⑧環境保全型農業支援

⑦畜産の振興

施策満足度のうち「満足」

一般 認定 中山間

ὡᾍ ʝ῁ ֝ ▌ӓ ₁

第２章「府中市農業の現状と課題」

͔

図2-43 施策評価（「必要性」「満足」「不満」）
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表2-1　農業振興に関する意向調査結果（主な項目）

¸ 後継者の有無

78%

22% 4

¸ 今後の経営意向

8.4ha

15.5ha

WCS 7.4ha

¸ 10年後の農地借入

ha

¸ 地域農業で困っていること

認
定
農
業
者
等

中
山
間
代
表

市

民

¸ 直売施設の利用（現状）

45%

9% 41%

40 32%

60 70

¸ 米の購入

40

60

¸ 後継者の有無

13%

¸ 今後の経営意向

63%

31%

¸ 地域の農業で困っていること（１～３位）

¸ 府中市産、県内産の農産物仕入（希望）

企

業

一
般
農
家

¸ 後継者の有無

43%

¸ 今後の農業（10年後の意向）

34%

26%

31%
回答
275

16

18

241

47

第２章「府中市農業の現状と課題」

ׄ

¸ 地域農業で困っていること（１～３位）

¸ 水田農業の維持に必要なこと

54%

33%

28%

¸ 水田農業維持に必要なこと

60%

60%

27%

¸ 中山間直接支払「共同活動」の問題（今後）

100%

40%

40%

¸ 水田農業維持に必要なこと

50%

50%

33% 

22%

¸ 生産基盤整備 (複数回答）

56%

38%

32%

¸ スマート農業への関心

43%

36%

22%

¸

49%

48%

48%40

¸ 期待する地産地消の取組

69%

48%

30%

¸ 農家との提携意向（関心事）

19

5

5

3

2

22



Å今後の農業経営 ⇒ 担い手不足で水田農業が維持できない状況

Å地域農業が抱える問題 ⇒ 畦畔管理の負担が大きく、鳥獣被害で営農意欲減退

Å水田農業の維持に必要なこと ⇒ 作業等負担の軽減、担い手確保対策

Å農地・農業用施設の維持保全（共同活動、中山間地域等直接支払等制度の活用）

Å農産物直売所への出荷拡大に向けた条件整備の必要性（輸送ほか）

Å特産品プロジェクトの取組意義は多岐にわたり波及効果が期待される

ὑ ǲ ǠȒ

Å経営課題 ⇒ 経営安定、規模拡大、水田農業・酪農の担い手確保

Å対策方向 ⇒ 生産性向上、規模拡大に向けた生産基盤の強化、スマート技術等導入促進

¸水田農業の担い手（農地・作業の受け手）確保対策が急務

¸農地・農業用施設の維持保全では、関連制度を活用した共同活動が重要

¸地産地消、農地利用の視点からも少量多品目の生産・販売促進が必要

¸認定農業者の経営安定（生産基盤強化）及び酪農の担い手確保対策が課題

̔

⁸

ʝ ὤ ʴῇ ̈ ὑ

¸府中市の農業に期待することは、「新鮮･安全･安心な食料供給（地産地消）」

¸「地産地消」の具体的な関心は、「学校給食」と「農産物直売所」

¸府中市の農業で危惧することは、「農地の荒廃」と「鳥獣被害の拡大」

¸府中市農業に期待することは、「新鮮･安全･安心な食料供給（地産地消）」と

「担い手の育成」

¸地産地消では、市内産農畜産物の仕入を希望（飲食店、食品製造業等）

¸農業との提携について、26事業者が関心あり（回答46事業者のうち）

提携したい部門 ⇒ 契約取引、社員教育、農業参入など

第２章「府中市農業の現状と課題」
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現状・背景 施策の取組課題担
い
手
の
確
保

生
産
性
・
収
益
性
向
上

資
源
管
理
・
環
境
保
全

市
民
の
期
待

第２章「府中市農業の現状と課題」

5

ͪ

ü農地の大部分を占める水田（農業）の担い手をいかに育成するか

ü儲かる農業を実践し、産業としての市の農業をリードする経営者をいかに育成するか

ü集落機能を支え、農地等資源を維持、継承していく定住者をいかに確保するか

֛ ʣׄר

᷂ ṑ Ẻ ͪЋ

ü水田農業を維持、継承するため作業等の負担を軽減し、省力化をいかに実現するか

üあわせて、米の有利販売や野菜の生産性向上をいかに進めるか

ü産地競争力のある作物が少ないなかで、農産物の価値を高め、有利販売をいかに実現す

るか

ü野生鳥獣による農作物被害をいかに抑えるか

ü荒廃農地の拡大等を防止し、農業生産環境をいかに良好に維持保全していくか

ᾍ ⁸ ♅

ü地産地消に対する市民の期待にいかに応えていくか

ü企業や市民の多様な要望にいかに応えていくか

ǵ

本市農業の現状（特徴）

¸ 人口、世帯数の減少は今
後さらに顕著に

¸ 耕地面積 943ha
700ha 243ha

240ha
2015

¸ 集落法人の経営耕地面積
約100ha

⇓
農地の大部分は小規模農家
が経営、管理

¸ 水田農業（生産状況）
422ha

( )
70ha

) 18ha
¸ 畜産

⇓
経営基盤強化と後継者の
確保、経営継承が問題

¸ 野生鳥獣被害

¸ 農地、農業用施設の保全

376ha

319ha
⇓

集落共同活用に積極的

¸ 全農家数 約2,200
400

855
1,000

¸ 認定農業者数 24
(7) (1)
(3 8

5
¸ 販売額1千万円以上(16）

⇓
大部分の農家は小規模

地域農業を支え、リードする担い手が不足することが危惧される

¸ 「地産地消」への期待が大きい ¸ 産直市の売上は上昇傾向

11 1.1

市民（地元企業含む）の期待

¸ 地元企業の農業への関心は多様

etc.

¸ 国内農業の構造変化

¸ 農業経営の環境悪化

⇓

¸ 農産物需要の変化

¸ ふるさと回帰、地方移住の拡大

¸ 国の農業政策

農業を取り巻く情勢

※数値は令和２年統計等データ
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第２章「府中市農業の現状と課題」

⦿ 職業として農業を選択できるよう、収益性の高い新規就

農の経営モデルの確立を進めます。

⦿ 水田農業の担い手確保に向け、集落法人等経営体質強化

による規模拡大等を促進します。

⦿ 認定農業者等に限らず、集落を支える人材を幅広く確保

するため、就農への入り口を広げ、様々な形でのきっか

けづくりを進めます。

⦿ 担い手間連携等による経営資源の有効活用を促進します。

⦿ 生産基盤の整備、機械化等によって高収益作物の生産性

向上、生産拡大を促進します。

⦿ 農作業等の省力化や栽培管理の高精度化に向けて、ス

マート農業技術の導入を推進します。

⦿ 農産物の付加価値化や新たな地域産業の創出に向け、農

産物のブランド化や農商工観の連携を推進します。

⦿ 「地域資源循環型農業」の取組とともに安全・安心な農

産物の生産・供給を推進します。

⦿ 学校給食や産直市及び市内飲食店等を通じた地産地消の

取組を推進します。

⦿ 生産性向上に向け、担い手への農地集積とともに、区画

拡大、排水対策等、地域の実情に応じ農地整備を進め、

防災、減災のための農業用施設の維持管理、改修等を進

めます。

⦿ 地域特性を活かしたアグリビジネスに取り組み易い環境

づくりを通じて、農村づくりを進めます。

⦿ 市外からの定住者受け入れに向け、お試し移住等の体験

機会提供等の取組を進めます。

⦿ スマート技術等の導入、普及とともに鳥獣被害防止対策

の一層の強化を進めます。

⦿ 中山間地域等直接支払や多面的機能支払等制度活用の普

及を通じて集落共同活動による資源保全を促進します。

⦿ 農地の長期的、計画的な利用について調査、検討し、地

域の合意形成を促します。

⦿ 市民の豊かな食生活の実現に貢献し、農業・農村への

関心、理解を深める機会を増やすため、都市と農村の

交流を促進する取組、農商工観連携等の取組を推進し

ます。
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Ḩ ᾽

᾽

≫将来像≫

若者が夢をもって就農を志すことができる魅力ある産業としての農業を確立し、個人や

法人、企業等が各々の目的、意向に沿った生産活動を通じて地域の社会経済に活力をもた

らす農業を目指します。

また、老若男女、農家・非農家、Ｕ・Ｉターン者等が皆で役割を担い、誰もが生き生き

と活躍することができ、美しい農村景観、豊かな食文化を育み、地域資源を活かした多様

なビジネス、そしてライフスタイルを実現し、安心して暮らせる農村を目指します。

そのために必要な施策を着実に進めていくなかで、多様な主体を育成し、農地及び農業

用施設等農村資源も含めて次世代に引き継ぐことで、持続可能な農業・農村を確立します。

専業で営む農業経営体にとっては生活基盤を支えるうえで必要な所得を得ることができ、

高齢者、兼業農家など小規模経営であってもそれぞれの目的・意向に沿って経済的な価値

を生み出す農業が求められます。

そのため、適地適作による作物の導入や生産基盤の確保、整備、新技術の導入とともに

需要に応じた生産と販売力強化等を通じて生産性向上を図り、活力ある強い農業を実現し

ます。

営農意欲の減退を招き、健全な農地の利用を阻害している野生鳥獣による農作物被害を

抑え、農業用施設等を良好に維持管理することで営農環境を保全するとともに、農村に暮

らす人々が生き生きと活躍でき、農村ならではの多様な資源を活かし、若い人が自由な発

想と創意工夫によって新たなビジネスに取り組める環境づくりを進めることで、魅力ある

農村を創造します。

こうした農業・農村の多様な価値と魅力を内外に発信し、都市住民との交流機会の拡大

を通じてＵ・Ｉターン等の受け入れによる定住者の確保に結び付けていきます。

基本目標 Ⅰ 活力ある強い農業の実現

基本目標 Ⅱ 魅力ある農村の創造

第３章「府中市の農業振興の基本方針」

1
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Ḩ ᾽

᾽

高齢化、労働力不足が進むなかで、農地等農村資源の保全・活用に取り組む上で、新たに農

業所得向上に取り組む主体となる多様な担い手の育成・確保を基礎として位置づけることで、

様々な取組を進めていきます。

気候変動の緩和、生物多様性の保全、持続可能な食料生産と消費（エシカル消費）など、

SDGsの目標達成を念頭に関連施策を進めていきます。

֝

第３章「府中市の農業振興の基本方針」

ʫ̈ ֯

稼ぐ農業を基調とした施策の展開

¸ ẉ ͪ ̱ ̝ ͑

¸ ᾐ ᶽ ̂қ͔Ι

ׄʣ

¸ ̱ Ͻ

֝

Ḩ

Ҙ ▌ ὕ

（多様な主体）

Ḩ

Ҙ ҍ

(地産地消)

ὄЋ ὄⱲ ⁸ ˧

（生産性向上）

˕Ҙ▌ӓ

ר
ᵣ Ḩ (営農・景観）

ṑ

(魅力づくり)
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「カーボンニュートラル」を踏まえた施策の展開

᷂ ṑͪЋ ֯ ( )

SDGs
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(1)  新規就農者の育成 新規就農者の受け入れ体制の整備

関係機関・団体等連携による育成支援

異業種企業による農業参画促進

(2) 意欲ある担い手の育成・確保 経営安定、規模拡大等に向けた経営基盤強化支援

定年帰農等の促進

未来の担い手育成

(3) 多様な主体による農業参画の促進

半農半Ｘ等の定住人口の拡大促進

農業体験の場、農業就業機会の創出

(1) 担い手間連携による経営基盤強化 多様な連携推進体制の整備、連携支援

(2) 高収益作物の生産拡大 重点振興野菜の生産拡大

高収益果樹の導入、普及

(3) スマート農業技術の活用促進 普及、推進体制の整備

高生産性・省力化等機械施設導入

(4)  府中市ブランドの創出 ブランド創出プロジェクトの推進

ブランド農産物等PR、販売促進

(5) 農商工観連携による農業経営の取組拡大 連携推進体制の整備

６次産業化の推進

(1) 安全・安心で高品質な農畜産物の生産供給 安全・安心な農畜産物の生産促進

地域資源循環型農業の推進

GAP等認証取得の推進

(2)地産地消の推進 産直市への少量多品目農産物の生産出荷拡大

学校給食への市内産農産物供給拡大と食育推進

産直市を拠点とした情報発信等強化

(1) 農地等生産基盤の整備、保全 農地の集積、汎用化の推進

農業用施設等の計画的な改修、整備

３．新鮮で安心な食料供給と食に対する理解の促進

４．活力ある農業を支える基盤の整備・維持

１．明日の農業を担う人材・組織の育成

２．農業の競争力の向上

基本目標 Ⅰ 活力ある強い農業の実現

第３章 「府中市の農業振興の基本方針」
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(1) 地域特性を活かしたアグリビジネス創出 アグリビジネス推進協議会等設置支援

アグリビジネス取組支援

(2) 多様なライフスタイルが実現できる農村づくり 多様なライフスタイル、受け入れ体制等整備

半農半Ｘ等の定住人口の拡大促進

侵入防止、追い払い、捕獲等総合対策の強化
(1) 鳥獣被害防止対策の強化

集落ぐるみによる防止対策の促進

資源有効利用等新たな取組の推進

農地、農業用施設等の維持、保全
(2) 多面的機能の維持・発揮

地域資源循環型農業の推進

多様な担い手による農地利用の促進
(3) 耕作放棄地の再生と有効活用

農地の長期的な利活用の検討

農業とふれあう機会の創出
(1) 都市農村交流の促進

農業体験の場、農業就業機会の創出

交流拠点としての産直市の機能強化

５．コミュニティの活力向上と農村の魅力づくり

６．農地等農村環境の保全・活用

７．都市と農村の交流連携による農業理解の促進

基本目標 Ⅱ 魅力ある農村の創造

第３章 「府中市の農業振興の基本方針」
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⦿ 若者が魅力ある産業、職業として農業を選択できるよう、新規就農者に向けた経

営モデルの確立とともに、就農相談から農地確保、生産販売等について関係機

関・団体による支援に取り組みます。

⦿ 集落法人や認定農業者では、後継者への経営継承も念頭に、経営規模の拡大や生

産性向上のための農地集積、農業用機械施設の導入や担い手間での資源活用、農

作業受託等の取組を支援します。

⦿ 多様な担い手の確保に向けて、就農のきっかけづくりや多様な就農の可能性を拡

げるため、体験機会の提供や相談窓口の設置、受け入れ体制の整備とともに、農

村ライフの魅力向上のための取組を進めます。

第４章 「農業振興施策の展開」

É農家の高齢化、後継者不足（不在）等によって農業経営の規模縮小、離農が進み、将来的に

は集落機能が著しく低下する集落が発生するおそれがあります。

É現在、農作業を受託したり、農地を借り受けている農家においても、これ以上作業や農地を

引き受けることが難しい状況となっているなかで、受け手不在の農地が急増するおそれがあ

ります。

É集落法人、畜産、園芸部門の認定農業者のなかには、後継者の確保が難しく経営継続の見通

しが立っていない経営体もあります。

É農産物流通形態の変化や農業資機材価格の高騰などによって経営環境が厳しくなるなかで、

現在、JAと連携し、高収益作物（アスパラガス、キャベツ、はくさい等）の産地化を推進

していくためにも新規就農者育成に取り組んでいます。

1

¸経営基盤の強化にともなう初期投資の負担や生産技術、販売先の確保など、若者が新規で就農

する環境が年々厳しくなっているなかで、次代の農業を担う経営体を育成するには、一定の条

件整備を進め、関係機関・団体が連携しサポートしつつ、本市で新規経営体の定着、拡大を

図っていくことができる農業経営モデルを確立する必要があります。

¸一定の規模で経営している認定農業者等は、今後とも産地を支え、担い手不在の農地を引き受

け、本市の農業をリードしていく存在として持続的な発展を促す上では、一層の生産性向上に

向けた取組を推進していく必要があります。

¸経営規模の拡大に向けた適地の確保や省力化や軽労化のための機械施設等の導入とともに、担

い手が保有する様々な経営資源（農地、機械設備、技術、労働力等）の相互活用、補完のため

の連携、グループ化、機能分担等についても促進する必要があります。

¸また、こうした取組を支えるための人材や組織を育成、確保することも課題で、生産だけでな

く、有利販売の実現、付加価値の向上、ブランド化などにも対応できる体制整備も求められま

す。

¸さらに、農地の大部分を占める水田や農業用施設を保全し、集落を維持していくには、自立経

営を目指す担い手だけでなく、様々な形で農業に携わる多様な担い手が必要であり、そのため

の取組も必要です。
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公募

ὑ₴ₒ

ᴣ ʹ

⁸ ̮

Ẏἶ

ₒ ̱
Ṑ

入口（きっかけ）

例）
・地域おこし協力隊制度
・ワーキングホリデー

ᾦ

˲

ӭ ӭX

独立就農

例）
・体験受入農家確保
・体験・研修農家等への支援
・宿泊支援（MGユース等）

例）
・住居確保・定住支援
・就農予定農地確保
・経営安定支援

̱
̸

₴Ӵ̬

ʹ

受け皿 出口

チャレンジファーム上下農場

これだけで担い手の確保が間に合うのか

第４章 「農業振興施策の展開」

ẉ ᾦ ὕ

ǊǙƷǂ Ǟ ǊǙ  ǡ Ʒ ǚǢ Ǟ ƷǱǎȆ¡

だからこそ、気軽に「農」にふれてもらう、体験機会の提供や相談窓口の設置といった取組

で多様な担い手の確保を推進します。

¸ ♅ ᾍ ̊ʤ ֝ ὕ

Å プロ農家育成のため、公募等による独立就農者を育成。（チャレンジファーム制度）

Å 定年帰農者、企業の社員研修、田園回帰を志向する都市住民、農業技術大学校生を対象に、就

農相談等の窓口を設置。

Å 農業体験、農業塾、農作業のアルバイトなど、意向に応じて段階的に農業に関わる機会を提供

し農業への入口を拡充。

Å 半農半X、農業法人等での雇用就農、独立自営就農など、多様な担い手を確保。
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ᾦ

ͪ

¸若者がやりがいを感じ、チャレンジしたくなるような収益性の高い農業経営モデルを確立する

ため、関係機関・団体が連携し生産基盤の確保や営農指導等への対応とともに、企業の農業参

入も含め新たな就農促進に向け、以下の取組を進めます。

¸就農相談窓口の設置（募集、農地情報、研修制度等）

¸農業技術大学校への就学等支援

¸雇用就農受入法人等確保（受け入れ法人への支援）

(1) ᾦ ֞ Њ

̱Ѱ ρ

¸水田農業、園芸、畜産等の各経営部門を中心的にけん引する意欲ある担い手が、経営規模の拡

大等を通じて経営基盤の強化を図り、後継者に経営を着実に継承していけるよう、以下の取組

を進めます。

¸産地育成や地産地消の担い手として、定年帰農等を促進するため、所有する農地や技術、初期

投資の規模など、意向に即した営農を促すため、以下の取組を進めます。

¸将来、府中市の農業を支える人材に結び付くよう、小中学校の児童や生徒、意欲ある若者に対

して、農業への関心と理解を深める機会を設けるため、以下の取組を進めます。

¸規模拡大、経営高度化のための省力化、軽労化技術の導入及び農

地等生産基盤の拡充支援等

¸経営継承支援（助言、指導、調整等）

¸有利販売に向けた専門人材の育成や招聘（分業・地域商社機能）

(1) ᵣὄὑ Ẏ

ׄ ᵣḨ ▌

ӓ

¸ JA全農チャレンジファーム支援事業（生産基盤導入支援等）

¸営農指導、産地化支援等

(2) ͜ ᶧ̱

¸企業の農業参画意向の把握、相談対応窓口設置

¸生産基盤等確保支援（農地バンク、人・農地プランほか）

(3) ̔

֓ ͝

¸小規模農家（高齢者、女性）、定年帰農向け営農モデルの普及、

啓発等

¸栽培技術講習会の開催、園芸用ハウス、農業機械導入等支援（水

稲受託等）

(2)ὑ₴ₒ ͝

(3)

第４章 「農業振興施策の展開」

¸小中学生の農業理解等促進（農業体験機会等の提供、食育等の活

動充実）

¸農業技術大学校への就学等支援
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新規就農者数（チャレンジファーム）

認定農業者数

8

26 26 30

ẉ ʺ̱ ֓ ͝

0 3

¸経営規模の大小によらず、さまざまな価値観や目的をもって農業に携わる多様な主体による農

業への参画を促すため、まずは、入り口となるきっかけづくりとして、農業体験や就業機会の

提供等を行うなどの取組を進めます。

¸農村ライフに魅力を感じて移住等を希望する都市住民やＵターン等を契機として、半農半Ｘ等

によって農業に携わるなど、定住とあわせた就農を誘導するための以下の取組を進めます。

(2)ӭ ӭ ὑ̮˲

֥ Ẏ͝

П 5-2 (2)

第４章 「農業振興施策の展開」

¸農業体験の実施、体験促進のための情報提供

¸農業への就業情報の発信（マッチング等）

¸社員研修の場の提供等、企業との連携促進（情報提供）

¸ワーキングホリデー受け入れ支援（おてつたび等）

(1) ̱ ḹ

ᾦ ̝ ҍї

П 7-1 (2)

¸農村ライフ、定住モデルプラン等の検討、U・Iターン希望者への情

報発信

¸空き家バンク制度等検討

¸稲作等営農技術講習会
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⦿ 生産性向上に向け、農地・農業用機械施設だけでなく、生産技術、販路等も含め、

経営資源を有効利用するためのグループ化、機能分担を促進します。

⦿ 金融機関、商工業、観光業をはじめ大学、企業等との連携により、様々な角度から

専門的な知見を活かした、有利販売、ブランド化等を総合的に進めます。

⦿ アスパラガス、キャベツ、はくさい等の野菜や果樹などの高収益作物の生産につい

て、排水対策や機械化等を進め、生産性の向上とともに生産拡大を図ります。

⦿ 農作業等の省力化、軽労化とともに園芸作物等の栽培管理の高精度化についてス

マート農業技術を効果的に導入するための取組を推進します。

第４章 「農業振興施策の展開」

É主食用米の生産は、小規模農家を中心に高齢化とともに生産面積（生産量）は減少傾向にあ

ります。

É水田農業の主要作物である米の生産対策として、特別栽培による差別化、業務用需要に向け

た生産等に取り組んでいますが、米の需要量減少に歯止めがかからないなかで、米価低迷へ

の有効な方策が見いだせない状況です。

É高収益作物のうちキャベツとはくさいは、特定の実需者に向けた販売を通じて、生産は徐々

に拡大しつつあり、水田農業の収益性向上に一定の成果が表れています。

É高齢化や労働力不足とともに、急速に進みつつある技術開発等の動きを背景に、ドローン防

除等の活用が徐々に普及しており、より広い分野での技術導入が期待されています。

É担い手だけでなく一般農家も含め６次産業化への関心が高く、市内の様々な企業等も農業者

との事業提携、連携に関心を寄せています。

2

¸水田農業の収益性向上に期待されるアスパラガス、キャベツ、はくさい、ほうれんそう等の

高収益作物は、機械化等による生産性向上、生産拡大とともに産地化を進めていく必要があ

ります。

¸その他作物（振興作物）についても、作物の特性（技術習得、収益性、初期投資等）を踏ま

え、適地適作によって、多様な担い手の営農意向に即した生産を図っていく必要があります。

¸生産技術の高度化、畦畔管理等の省力化、栽培に係る労働の負担軽減に結び付くスマート農

業技術の導入、普及が課題です。

¸主食用米や野菜等の生産振興を図る上で、農産物の特性（品質、量）やニーズを踏まえた販

路開拓、ブランド化、高付加価値化の取組が必要です。

¸農業者による６次産業化（農産加工や販売）だけでなく、金融機関、商工業、観光業をはじ

め大学、企業等も巻き込んだ新たな農業の展開も今後の取組課題です。

¸経営基盤の強化を図るには、担い手が保有する様々な経営資源の相互活用等についても促進

する必要があります。
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第４章 「農業振興施策の展開」

市場ニーズの
フィードバック

ロジスティクス形成
（コールドチェーン等）

観光事業

金融機能

地域のPR
ブランディング 情報発信

研究機関
科学的知見

資源発掘、
商品企画・開発

販路拡大の
ための営業

Ṹ ᵣ ᷂Ḣᵀ

※地域シェア確保による付加価値

（地産地消、域内流通、少量多品目）

※すべての要素を手がけるのではなく、それぞれが持つ専門性を農業と結
びつける

ᾐ ר ˲ ˧

ὕ

ǽǡ ȅǊǙ ǌǾǓǄǚǢ︣ǅǾ Ǣ ǊǱǎȆ¡Ǳǒ ÔǆǿȅǷ

ǿǣ︣ǅǾÕƿ ǼƾǞǝǖǙƷǾȂǄǚǵƵǽǱǎȆ¡

だからこそ、専門的な知見を活用することで従来になかった「稼ぐ農業」への可能性を

模索する取組を推進します。

¸ ̊ʤ ֝ ὕ

Å 生産性向上のための機械化、スマート農業促進及び農作業の共同化、担い手間連携、農業者と

異業種間の連携等促進のための体制整備。

Å 生産以外の各分野に精通した、専門人材と農業者をマッチングすることで生産～販売に留まら

ない新たな経営モデル（地域商社機能）を創出。

Å 金融機関や商工・観光業及び大学等といった専門人材を連携組織として、資源の発掘と活用、

商品開発、土づくりからの高付加価値化、マーケティング等を促進。
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¸担い手不足への対応、生産コストの低減による収益性の向上に向け、機械・施設や農地、技術

などの経営資源の有効活用を促進するため、担い手間連携に係る以下の取組を進めます。

¸有利販売に向け、金融機関、商工業、観光業をはじめ大学等との連携による専門的な人材の育

成に係る以下の取組を進めます。

第４章 「農業振興施策の展開」

¸水田農業の収益性向上と担い手育成を進めるため、アスパラガス、キャベツ、はくさい、ほ

うれんそう及び果樹等の高収益作物の生産性向上とあわせて生産拡大、産地化を図るために

必要な以下の取組を進めます。

¸アスパラガス、キャベツ、はくさい、ほうれんそうの生産拡大支

援（排水対策、省力化機械導入、園芸用ハウス、潅水設備等導入

支援）

(1)

Ẏ

¸樹園地整備等支援（簡易なほ場整備、機械施設導入）

¸栽培技術指導、苗木等助成

(2) ֛ ᾚЊ

֗

¸耕畜連携推進（WCS用稲、畜産クラスター協議会設置）

¸水田農業の作業受委託体制整備（集落法人間連携、農作業受委託等

推進）

¸有利販売に向けた専門人材の育成や招聘（分業・地域商社機能）

(1)ẉ ̱Ѱ

ρ
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¸高齢化、労働力不足に対応するため、水田農業をはじめとして園芸や畜産経営の高度化、畦畔

管理の軽労化、鳥獣被害対策の省力化等に向け、スマート農業技術（水田の水管理等遠隔監

視・操作、作業補助、進捗管理、施設園芸の環境モニタリング・制御等）の効果的な導入と普

及に向けた以下の取組を進めます。

¸導入事例・実用化等に係る情報収集、データの相互利用、活用ノ

ウハウ等の情報共有等推進、法人間連携、組織化

¸スマート農業技術に係るノウハウ、機械設備等導入、活用のため

の研修、講習会等開催

(1) ֗ ̱Ѱ ρ

¸機械施設の導入助成（機械・施設共同利用等体制整備）(2) ר Ҙӓ

ᾚЊ

第４章 「農業振興施策の展開」

¸ スマート農業に係る諸情報収集・共有

¸ 技術活用等に係る研修会開催（人材育成）

¸ 機械・施設等導入・共同利用等に係る連携

ᶸ

環境モニタリング

作業の機械化

温度
湿度
CO2
大気圧
静止画カメラ

水田水管理（監視・操作）

草刈ロボット

ドローン防除

行動監視、体調管理

データ管理分析

農地検索

シ 地出収
|| 収穫状況のコマンドはこちらから入力します

退 出

農地地図情報システム

農

1．

土地利用、作業受委託等見える化
アシストスーツ

ᾚЊ Ҙӓ ʣׄר
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¸米をはじめ園芸作物等を含む農産物の安定した販路の確保、有利販売を実現するため、生産段

階から流通・販売に至るトータルの視点で付加価値を高めていくことを目指し、農産物のブラ

ンド化に向けた以下の取組を進めます。

(1) ҍї

¸ブランド農産物等PR、販売促進、認証制度の運用拡大（認証シー

ル、包装材デザイン、資材制作等）

(2)

Ṹ͝

¸推進体制整備（推進組織設置、認証制度等設置）

¸ブランド農産物生産振興（SOFIX等技術導入、普及）

第４章 「農業振興施策の展開」

Ū ǲȏȒǚǧȖȑǵᶽǬǖȑҧ ɵ R ₴↓

Å

Å

Å

ỡ

ブランド化

農産物の安全・安心

地域資源循環型農業

農産物の付加価値向上

ＳＤＧsへの貢献

カーボンニュートラル

ūǚǧȖȑǵᶽǬǖȑ R ₴↓̊

Å

Å

Å

Ŭ ǵὄЋɵὄⱲǵƼ ǏȒӓƽ R ₴↓̊

Å

Å

Å

ᶽ Ḩ ὄЋ ὄⱲ ӓ
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業務用加工野菜の出荷額

スマート農業技術導入件数

新たな経営モデル 0件 1件 3件

ᵀ› ᵣ ֝ Ẏ

5,668万円 7,000万円 10,000万円

0件 5件 10件

(1) ̱Ѱ ρ

¸６次産業化セミナー等開催（農産加工、食品衛生、加工技術等講

習会）

¸農産加工施設等の整備支援

(2) ӓ

¸関係機関・団体、事業者等による連携推進体制等整備（地域商社

機能）

¸連携モデル事業の実施（契約栽培、商品開発、新たなサービスな

ど）

第４章 「農業振興施策の展開」

¸農業者だけでなく、市内の商工業者、観光部門なども巻き込んだ取組を通じて、農産物の高付

加価値化、観光事業とのタイアップ、情報発信・ＰＲの強化、流通の改善等、様々な角度から

専門的な知見を導入しつつ、農業を起点とした新たな経営モデル（地域商社機能）の創出等を

促すため、以下の取組を進めます。

43



⦿ 安全・安心な農産物の生産と供給に向けた基本的な取組を徹底するとともに、付

加価値の高い農産物の生産販売を実現するため、また、カーボンニュートラルの

実現を目指し、「地域資源循環型農業」の取組を拡大、強化します。

⦿ 多くの市民に新鮮で安全・安心な農産物を安定的に供給するため、学校給食や産

直市、市内飲食店等を通じた地産地消の取組を促します。

⦿ あわせて、小中学校の児童、生徒を対象とした食育の取組や産直市等を拠点とし

た多様な交流、連携を推進します。

第４章 「農業振興施策の展開」

¸市民の期待に応え、安全で安心な農産物の生産と供給を基本に地産地消の取組を拡大してい

く必要があります。

¸地産地消のうち、特に、学校給食や直売所を通じた取組について、担い手の育成とともに、

少量多品目の生産出荷の拡大を図る必要があります。

¸市内の飲食事業者や食品関連事業者等からの要望に応えるため、市内の企業等との連携を促

しつつ、直売所の機能（物流・人流の拠点、ニーズ把握、情報発信等）を活かした取組も課

題です。

¸地球温暖化、環境問題への責任として、カーボンニュートラル、環境負荷の低減に向けた農

業生産に取り組むため、市内に３カ所ある堆肥加工センターの活用とともに、農産物のブラ

ンド化と一体的に「地域資源循環型農業」の取組を拡大していく必要があります。

É地球温暖化をはじめ、環境問題について国民の関心は高く、我が国も令和32（2050）年

のカーボンニュートラル実現を掲げ、農林水産省は生産方法から流通、食生活に至る全体を

俯瞰した持続可能な食料システムの確立を目指し「みどりの食料システム戦略」を公表（令

和３（2021）年５月）しました。

É本市農業に対する市民及び企業が期待すること１位は「新鮮、安全・安心な農産物の供給」

（地産地消）で、「環境にやさしい農業の実践」も上位に挙げられました。（意向調査結果

による）

Éまた、地産地消に関連して、高齢世代は「直売所」を通じた取組を、若い世代では「学校給

食」を通じた取組を期待しています。

É学校給食への市内産農産物の現在の供給状況は、品目割合で約３割、供給量は約65トン/年

に留まっています。

É直売施設の利用は、年々増加していますが、農産物の出荷量や品目は需要に応えきれていな

い状況です。

É市内には、農業者との直接取引の意向を持つ飲食事業者や食品関連等事業者もありますが、

こうした期待に応えきれていない状況です。

3
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第４章 「農業振興施策の展開」

2020 Ҝ 2030 Ҝ 2040 Ҝ 2050₴ ὕ

ƺȆǰȑǵ ȵȷɄɞ ƻ農林水産省が令和３年５月に示した取組方向

қ›

₆ ↕╣╢ ₓ

₈ ₉ ⌂

₈ ₉ ⅛⌂

₈ ₉ ꜟꜝ♩כꜙ♬Ⱳfiכ◌

כ◑ꜟⱠ◄ה ⌐⅔↑╢ ⁹
ה

☻ⱴכ♩ ╛ ─ ∂⁸ ™
≤ ╩ ∆╢ ┼─

─ ⇔⌂≥⁸
╩ ⇔√ ╛

─ ⁸ ⁸
♦☺♃ꜟ ─ⱨꜟ ⁸ ─ ה ⁸

ה ─ ⌐╟╢ ꜡☻─ ≤ ה
─

２０５０年目標

ゼロエミッション達成

化学農薬50％低減

化学肥料30％低減

有機農業取組25％
etc.

⁸ ѝ ר

⁸ ᾚЊ

⁸ ᶽ ̂қ͔Ιӓ

⁸ ⁸POP QRᾚЊ

国は、調達から生産、加工・流通、消費に至るまでを含め、環境と調和のとれた食料シス

テムを確立するため、環境負荷低減と生産性向上を両立させる技術開発を進めながら、環

境負荷低減に取り組む農家の生産等も支援することとしています。

Ԁ ὄЋ ὄⱲ ͑

ǡ ƿȔºɅɜȴɎºȱɒɔ ǫ ȅ ǖǒǝƾ  ȅ ǞǗǝǅǙƷƾ

ǝǄǿǣǝǽǱǎȆ¡

だからこそ、農作業の省力化や環境に配慮した取組、カーボンニュートラル実現等を目

指した取組を推進します。

¸ ὕ ̊ʤ ֝ ὕ

Å 国の施策指針の重要な柱である「みどりの食料システム戦略」を踏まえ、安全・安心な農産物の

生産及び環境にやさしい農業の確立を推進。

Å 具体的には「土づくりにこだわった高付加価値化」､「生分解性資材の活用」､「スマート農業技

術の導入」､「産直市等地産地消での積極的な情報発信」等を促進。

Å その他農作業・栽培記録等の見える化、有機物施用による土壌炭素貯留量の増加などの技術の普

及等促進。
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ὄЋ ὄⱲ ᴜ ͑

¸安全・安心な農畜産物の生産供給に向けた基本的な取組を徹底するとともに、みどりの食料シ

ステム戦略等を踏まえ、付加価値の高い農産物の生産販売と地域資源循環型農業の両立を目指

し、これに必要な以下の取組を進めます。

¸肥料・農薬の適正使用、農薬の適正管理（指導、講習会等）

¸食品衛生法、食品表示等法令遵守（指導、講習会等）

¸家畜伝染病等の発生予防・まん延防止対策の強化

(1)ὄЋ ὄⱲ

͝

¸ GAP等認証取得講習会、認証取得支援

¸認証農産物のPR、販路開拓等

(3) ֝♬

(2)᷂Ḣ ⱦ Ḍ

П 6-2 (2)

第４章 「農業振興施策の展開」

¸地域資源循環型農業の取組拡大（啓発活動、講習会）

¸家畜排せつ物を活用した良質な堆肥生産と供給体制の整備（堆肥

化施設の運営、堆肥運搬散布等体制強化）

¸ SOFIＸ農法等による土づくりを基本とした農業の普及及び農産物

の有利販売（ブランド化の促進）

¸生分解性資材等の導入促進支援

WCS用稲

᷂Ḣ ⱦ Ḍ

WCS（飼料）

良質な堆肥の製造

堆肥散布

環境にやさしい農業

SOFIX農法の普及

ὤ

˲

ᶸ ὤ

ḭ қ›

᷂Ḣ ⱦ Ḍ ֝
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産直市への出荷農家数

環境保全型農業取組件数（農家数）

安全・安心の「見える化」の仕組みづくり

᷂ ᷂

192経営体 242経営体

0 0 1

292経営体

5人 6人 6人

¸産直市や学校給食を通じた地元産農産物の供給拡大を図るために必要な生産や担い手確保とと

もに、小中学校の児童、生徒を対象とした食育活動を通して農と食の大切さを理解し、地域農

業への関心を促すため、以下の取組を進めます。

¸少量多品目農産物の生産啓発（営農ガイド、栽培講習会）

¸園芸用ハウス・農業機械施設等導入支援

¸集荷流通体制の充実（予冷施設整備等）

(1) ⁸ ᾜ ẉᴜ

ї Ẏ

¸市民（消費者）、市内飲食店等への農業・農産物情報の発信強化

¸市内及び福山市等への農産物供給拡大（道の駅を拠点とした販路

拡大、Eコマースの取組）

(3) ⁸

Ḹ ͬ ▌ӓ

¸推進体制の整備（関係機関・団体、生産者等による連携等）

¸生産出荷拡大支援（園芸用ハウス等整備、貯蔵施設等整備）

¸小中学校児童、生徒を対象とした食育の推進（生産者との交流、

農業体験学習の充実）

(2)ἶ ⁸К

͑ Ẏ

第４章 「農業振興施策の展開」

小規模農地の利用促進

学校給食

市内飲食事業者

需要の把握

少量多品目の出荷

府中焼き

農業体験等情報発信消費者交流の場

食材供給

食材供給

食育

᷂ ᷂ ֝
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⦿ 新規就農者の受け入れ、集落法人等の担い手への農地集積を促すとともに、人・

農地プランの実質化に向けた集落での話し合い等を促します。

⦿ スマート農業技術の導入、野菜等生産性向上とともに、農地の畦畔除去などによ

る区画拡大、排水対策等、地域の実情に応じたきめ細かな農地の整備を進めます。

⦿ 防災、減災のため、農業用施設について適正な維持管理、改修等を進めます。

第４章 「農業振興施策の展開」

É耕地面積943haのうち、ほ場整備済面積は389haで大規模農業、施設園芸に適した農地は

限られている状況があります。

É北部地域を中心にまとまりのある農地や地域では、ほ場整備が概ね完了しています（整備率

95％、面積389ha）が、地域によっては「用排水路やため池の老朽化」や「農道の老朽

化」を問題視する声も一定程度あります。また、野菜等園芸作物の生産拡大を進める上で、

農地の排水対策や農道、農業用水路の改修等を要望する意見もあります。

¸集落法人、担い手への農地集積とともに、生産性の向上を図るためには、農地の区画拡大、簡

易なほ場整備等を進めていく必要があります。

¸新規就農者の受け入れや高収益作物の生産や施設園芸の拡大を図るには、優良農地の確保とと

もに排水対策等を進める必要があります。

¸農業用施設については、防災上の観点から適正な管理、改修等を進める必要があります。

4
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人・農地プランの実質化（標準化地図）地区数

農地中間管理事業を通じた集積面積

7地区 12地区 17地区

98.7ha 101.0ha 104.8ha

᷂ Ḩ ρ ͪЋ

¸新規就農者、意欲ある担い手の育成とともに、園芸作物の導入等を通じた水田農業の生産

性向上を図るために必要な農地の確保、生産基盤の整備等に向け、以下の取組を進めます。

¸防災重点ため池について、劣化・豪雨詳細診断の評価及び下流への影響度の大小により、

優先順位を決め、ため池補強・廃止工事など防災工事を進めます。

¸人・農地プランの策定、実質化（優良農地の担い手への集積、

合意形成促進、農地利用最適化推進）

¸水田の汎用化（暗きょ排水、専用機械（サブソイラ―等）導入

支援）

¸高収益作物、施設園芸生産拡大のための簡易なほ場整備（ス

マート農業への対応等）

(1) ᷂ ӓ

¸老朽ため池等改修（ため池管理法に基づく施設管理、防災重点

ため池の指定）

¸防災重点ため池の防災工事の推進（ため池補強・廃止工事等）

(2)

ʹ ρ

第４章 「農業振興施策の展開」

【生産性向上、農地利用促進】

農業委員会、県、JA、市が連携

人・農地プラン
話し合い

計画的な農地の集積

集落の話し合い

͜ ᶧ̱ ᷂ѫ ͜ ֝
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⦿ 農地の利用促進、農業用施設の保全、有害鳥獣被害対策の強化など、農村資源を健

全に維持、保全するための主体として集落のコミュニティ活動の増進とそのための

組織体制等の強化を促します。

⦿ 定住者の受入、農商工観連携の推進とともに、地域資源を活かしたアグリビジネス

を促し、農村ライフの魅力向上を図ります。

⦿ 農業への入り口や就農形態などについて様々な選択肢を確保することとし、そのた

めの受入体制の整備、体験等機会の提供に取り組みます。

第４章 「農業振興施策の展開」

¸後継者、若者が地域の農業に関心をもち、農村での定住に魅力を感じることができるよう、小

規模でもやりがいのある農業や地域の特性を活かした新たな農業の取組を促進していく必要が

あります。

¸新しい働き方やライフスタイルを求め農村での生活を志向する若者等に対して、様々な形での

定住を提案し、受け入れていくための取組を進めていく必要があります。

É集落法人や大規模経営体、自立経営農家だけでは農地等農村資源を良好に維持、保全するこ

とは難しいなかで、農家数や後継者等の減少、集落共同活動への若者等の参加意識の低下を

危惧する意見があります。

É鳥獣被害対策等も含め農村資源の管理に係る活動を効果的に取り組むうえで、集落のコミュ

ニティはその基本的な条件として重要視されています。

É小規模で零細な農業経営が多い一方で、農産加工や農家レストラン、農家民泊など農業の多

角化、６次産業化、アグリビジネスに関心の高い農家は多くいます。

É農地の生産条件に恵まれない地域が多い反面、近隣に大きな都市、消費地を抱えており、ま

た、地元企業も農業に関心を寄せているなかで、新たなビジネスチャンスを創出できる環境

があります。

É最近は、新型コロナウイルス感染症の影響、DX（デジタルトランスフォーメーション）と

いった新しい価値観、勤務地を限定されない多様な働き方が広まるなかで、農村回帰を志向

する若者が増加しています。

5
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Ҙׄʣ

府中市

地域運営組織（RMO）

例） 自治振興会、営農組織、NPO、福祉法人、企業、農協等各種団体等

農村住民の所得、雇用の確保 農村住民の日常生活サポート

アグリビジネス育成 農村環境の向上

例）

・６次産業化

・観光農園、農家レストラン

・農産物直売、ECビジネス

・農産物の高付加価値化 等

例）

・配食支援

・買い物サービス

・子育て支援

・空き家管理、お試し移住 等

魅力ある農村の創造

Ҟ

農山村地域

第４章 「農業振興施策の展開」

ǞƽǄǾ ╓ȜɈɎȴȯȌǢ Ƿ ǆǿƾǼ ¤╔ ȅ ǌ

ǞǛǖǙǵ ǽ ǊǙ ƻǼǿǝƷ ǚǌ¡

だからこそ、農村の維持のためにも消費者、農業側そして農村側にもメリットのある

仕組み作り(アグリビジネス)による農村の魅力づくりに取り組みます。

¸ ҍї ̊ʤ ֝ ὕ

Å 農村ならではの生活、ライフスタイル、農業だけでなく医療、教育、インフラ等農業以外の要

素も考慮しモデルプラン等検討及び情報発信。

Å 農村RМОが主体的に地域課題を解決していくなかで、農業と観光業、民間企業が連携し、半

農半Ｘ・体験農業といったアグリビジネスを展開など

Å アグリビジネスを通じて、府中市の農産物のファン獲得、販売促進、イベント開催による地域

活力の向上等誘導。
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¸生産性の高い農地や市場競争力の高い産地品目が限られているなかで、農業による所得確保

を図り、農業・農村を魅力あるものにするため、都市に隣接する立地条件や観光資源などの

地域の特性、多様な人材等を活かしたアグリビジネス創出に向けて以下の取組を進めます。

¸アグリビジネス等推進体制整備（助言、サポート体制）

¸農村ＲＭＯ（地域づくり事業体）設立、活動支援

(1)

Ӳ ̝

¸アグリビジネス等実施に必要な経費等助成(2) ֝

第４章 「農業振興施策の展開」
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アグリビジネス取組事業者件数 0件 2件 7件

ẉ ὕ

¸農村集落の定住人口を確保していくため、農村ならではの生活、ライフスタイルの魅力を高

めるとともに、半農半Xその他さまざまな意向をもつ人を受け入れるため、以下の取組を進

めます。

¸お試し移住（短期農村暮らし）支援(1)ẉ

֞ Њ ̱Ѱ ρ

第４章 「農業振興施策の展開」

(2)ӭ ӭ ὑ̮˲֥

Ẏ͝

П 1-3 (2)

¸農村ライフ、定住モデルプラン等の検討、U・Iターン希望者への

情報発信

¸空き家バンク制度等検討

¸稲作等営農技術講習会

~ϋḼ
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⦿ 鳥獣被害防止対策を農業振興の重点課題に位置づけ、集落ぐるみによる取組を基

本に、新たな技術の導入も含め、対策の一層の強化を図ります。

⦿ 中山間地域等直接支払や多面的機能支払等、制度活用に係る普及、啓発を強化し、

ＩＣＴ等の導入とともに集落ぐるみによる共同活動を促進します。

⦿ 農地をはじめ農業用施設も含めた生産環境を持続的かつ良好に保全し活用するた

め、農業振興地域整備計画等の見直しを通じて、耕作放棄地の拡大防止とともに、

「稼ぐ農地」「守る農地」、またそういった対象から漏れてしまう農地の長期的

かつ計画的な利用について調査、検討し、地域の合意を図ります。

第４章 「農業振興施策の展開」

¸鳥獣被害対策の一層の強化とともに、防止対策に伴う作業等の省力化、軽労化の取組が課題

です。また、対策効果を高めるため集落ぐるみの取組を促す必要もあります。

¸中山間地域等直接支払制度、多面的機能支払制度等について、取組のない地域での普及、啓

発を通じて拡大していく必要があります。また、制度活用に係る事務等簡素化も課題となっ

ています。

¸小規模農家も含め、営農、耕作の動機付けを図り、農地の利用と保全、管理を促す必要があ

ります。

¸多様な担い手による生産を促し、定住人口の確保対策を進める必要があります。

¸地域の農業・農地を計画的かつ良好に継承するためには、「稼ぐ農地」「守る農地」、また

そういった対象から漏れてしまう農地など、長期的な視点に立った農地利用の検討や話し合

いが必要です。

É水田農業の維持や農業振興に係る最も深刻な問題として、多くの農家が「有害鳥獣による農

作物被害」を挙げています。（意向調査結果による）

É侵入防止柵等の設置を通じて被害額は減少傾向にありますが、鳥獣捕獲頭数は増加傾向にあ

り、取組効果の限界を感じている現状もあります。

É中山間地域等直払制度の実施面積は376ha、多面的機能支払制度実施面積は319haで、耕

地面積943haの約4割に達していますが、制度開始から20年を経て、制度の認知度が低下

し、また、未活用の地域も相当数あります。

É制度活用の意義と効果は多くの農家で認識されていますが、事務の煩雑さを問題として挙げ

る意見も多くあります。

É耕地面積943haのうち、約半分の457haは一定規模の農家（販売農家等）によって耕作・

管理され、その他の耕地は小規模な農家（土地持ち非農家含む）によって管理されており、

高齢化等の進行によって条件不利地を中心に遊休化がさらに進むおそれがあります。

É全ての農地を維持していくことが難しいなかで、農地の荒廃が偶発的かつ無秩序に進むこと

で、地域農業への影響や農業用施設の機能低下など様々な影響が広がる可能性があります。

6
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ὡ ᾍ ▌ӓ

¸侵入防止、追い払い、捕獲等の対策を効果的に推進するため、集落ぐるみによる取組を基本

に、ＩＣＴ等を活用した作業の省力化や被害に強い作物の導入など、以下の取組を進めます。

¸鳥獣被害防止総合対策等の実施

¸狩猟免許等取得助成

(1)͙Њ

ֻᾍ ▌ӓ

¸集落コミュニティを基本とした対策強化（ＩＣＴ等活用支援）

¸獣害対策研修会、講習会等の実施

(2)

ᾍ ͝

¸ジビエ等食肉加工処理施設整備検討

¸鳥獣被害に強い作物導入等の検討

(3) ҧѫ

֝

第４章 「農業振興施策の展開」

ICT ᶥ

֝

集落共同による防護柵等設置及び
適正管理

【遠隔監視】

ICT活用の実用化（検証、講習、資機材導入等）

【ライブ映像等の送信】

【研修会等開催】

【狩猟免許取得等支援】

ὡ ᾍ ▌ӓ
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ẉ

¸集落ぐるみによる取組を基本に、中山間地域等直接支払制度等関連施策の活用を通じた農地

及び農業用施設の維持、保全に向け、必要な施策を進めます。

¸あわせて、カーボンニュートラルも視野に、環境にやさしい、持続可能な農業を推進するた

め、「地域資源循環型農業」の普及、拡大に向けた以下の取組を進めます。

¸集落コミュニティを基本とした農村資源管理活動等支援拡充（中

山間地域等直接支払、多面的機能支払等）

(1) ᷂

ͪЋ

(2)᷂Ḣ ⱦ Ḍ

П 3-1 (2)

第４章 「農業振興施策の展開」

¸地域資源循環型農業の取組拡大（啓発活動、講習会）

¸家畜排せつ物を活用した良質な堆肥生産と供給体制の整備（堆肥

化施設の運営、堆肥運搬散布等体制強化）

¸ SOFIＸ農法等による土づくりを基本とした農業の普及及び農産物

の有利販売（ブランド化の促進）

¸生分解性資材等の導入促進支援
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有害鳥獣農作物被害額

中山間地域等直接支払実施数(協定数）

多面的機能支払実施数(地区数） 21地区 21地区 21地区

5,104千円 4,000千円 3,000千円

34協定 34協定 34協定

̸ ᷂ П ҧ

¸耕作放棄地の拡大を抑制し、担い手の育成とともに農地の有効利用を図るため、担い手への優

良農地の集積を計画的に進め、また、条件不利地については環境悪化をまねくことなく効果的

な利用を促すよう、長期的かつ計画的な農地利用を図るための以下の取組を進めます。

(1)ẉ

᷂ѫ ͝

¸農業振興地域整備計画の見直し

¸長期的土地利用に係る調査、検討（鳥獣被害に強い作物〈忌避作

物〉導入、省力・粗放的な作物の導入等）

(2) ᷂ ѫ

¸人・農地プラン実質化（農地最適化推進委員等による話し合い、

合意形成等支援）

¸市民農園、体験農園、農業体験農園等多様な農地の利用促進（開

設、利用促進等支援）

第４章 「農業振興施策の展開」
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⦿ 多くの市民が、本市の農業、農村への理解と関心を高め、豊かな食生活の実現や

安らぎのある生活を実感できるよう、農業にふれあう機会を様々な形で創出して

いきます。

⦿ 都市農村の交流拠点として、産直市等の機能を活かし、ＳＮＳ等の情報受発信力

の強化によって、利便性の向上や多彩な交流、体験機会の拡大等を図っていきま

す。

第４章 「農業振興施策の展開」

¸地産地消の推進、農業・農村に対する市民の多様な期待（交流、体験、就業等）に応えるた

め、物流・人流の拠点機能を持っている産直市を活かす必要があります。

¸産直市を交流促進の拠点として位置づけ、情報発信やニーズの把握、新たな販売の展開など、

様々な形で活用していくことが求められます。

É市民の多くは府中市の農業について、「安全・安心な食料供給（地産地消）」、「農業者育

成」、「環境に優しい農業」に期待するとともに、「就業、雇用の場」や「観光・交流」、

「市民農園」など、様々な形で農業との関わりを持ちたいと思っています。

É市内の企業のなかには、「農産物の供給、契約栽培」などの他にも多彩な交流、連携機会を

望んでおり、多くの農家も、都市と農村の交流による「農産物のPR」や「農業を通じたビ

ジネスの拡大」に期待しています。

É道の駅びんご府中は、年間10万人以上の利用者を呼び込み、物流や情報発信の拠点として

の機能も有しています。

7
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農業体験実施数 0件 4件 14件

⁸ ˧ ͝

¸市民等への積極的な情報発信体制を整備するとともに、都市と農村の交流を通じた農業、農

村の理解や新たな需要創出に向けた連携を促すため、以下の取組を進めます。

¸収穫感謝祭等農業イベントの開催

¸農業、農産物情報等の積極的な発信

(1) ̝

ҍї

¸農業体験の実施、体験促進のための情報提供

¸農業への就業情報の発信（マッチング等）

¸社員研修の場の提供等企業との連携促進（情報提供）

¸ワーキングホリデー受入支援（おてつたび等）

(2) ̱ ḹ

ᾦ ̝ ҍї

П 1-3 (1)

¸情報受発信機能の充実（ＳＮＳ等活用）

¸消費者ニーズの把握

¸農業・農産物情報の発信

(3)˧

⁸ ▌ӓ

第４章 「農業振興施策の展開」
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表5-1 関係機関、団体等の役割

主　　体 役　割（取　組）

第５章 「ビジョンの実現に向けて」

農業者

農業団体

（JA）

企業等

行政機関

（市、県、

関係機関）

ＪＡは、構成員や農業者、行政等の関係機関のみならず、広く消費者と連携し、

消費者と農業者相互の信頼関係の構築に向けた橋渡しを行うとともに、営農指導や

有利販売に向けた取組の推進によって農業者を支援する役割を担います。

農業者は、安全・安心な農産物を生産と出荷に取り組み、市民に供給するととも

に、農地や農業用施設等の農村資源を良好に維持、保全するため、集落で協力し、

また、後継者への活動参加や営農の継承に努めます。

消費者

（市民）

消費者は、市内で生産された農産物の消費等を通して、農業の多面的機能や役割

を理解するとともに、農村地域への訪問、農業者との多様な交流、農村資源を活か

した活動等への参画などを通じ、農業・農村を支える支え手として役割を担います。

市をはじめとする行政機関は、関係機関の相互連携はもとより、農業者、消費者、

農業団体、事業者及び大学などと緊密に連携し、施策の推進に必要な組織体制や支

援制度などを整備し、各種事業を着実に実施・推進し、農業・農村の振興に寄与す

る役割を担います。

市は農業関係部署に限らず、商工観光など関係部署をはじめ、大学等専門的知見

を持った組織との連携を図り、総合的な取組を進めます。

このビジョンで示した将来象、農業振興に係る基本的な考え方及び施策の展開方向について、

以下の関係者で認識を共有し、関係者の協力と連携、そして役割をそれぞれが担い、必要な行

動、取組を行います。

また、あわせて、広く市民の理解と協力を得るため、計画の周知、啓発に努めます。

1

̱Ѱ

金融機関・商工・観光事業者は、市内農業との関わりを通じて地産地消の推進に

寄与するとともに、事業者等の専門性や知見を活かし、農業の新たな魅力創出を支

援する役割を担います。
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͔

Act

ᵎ

ビジョンの実現に向け、第５次府中市総合計画をはじめ関連計画と連携し、ＰＤＣＡサイクル

に沿って施策の立案、実施、評価及び改善を行います。

また、進行管理に関連し、生産者や市民、関係機関・団体等で構成する委員会等を設置し、委

員会等を通じて意見を聞き、施策の見直しを行います。

なお、国の農業政策や社会情勢等の変化にともない概ね５年毎でビジョンの見直しを行うこと

で、ビジョン及び施策の実効性が保たれるよう努めます。

図5-1 PDCAサイクルによる施策実施の管理

第５章 「ビジョンの実現に向けて」
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１　統計資料等

1-1 府中市の概要

1-2 全国の農業を取り巻く情勢

1-3 府中市農業の現状と問題点

２　農業振興に関する意向調査結果

2-1 農業者（一般農家、中山間地域等直接支払協定代表者、

 　　認定農業者等）

2-2 市民（消費者）、企業

３　用語説明
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（１）人口、世帯数
単位：人

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

世帯数 15,384 15,122 15,039 15,030

人口 45,188 42,563 40,069 37,655

0～14歳 5,826 5,089 4,551 3,922

15～64歳 27,011 24,275 21,334 19,284

65歳以上 12,351 13,178 14,107 14,371

（２）地域別人口の将来推計（年齢層別）

【上下地域】 単位：人、％

平成27 令和2 令和12 令和22

0～14歳 484 350 266 268

15～64歳 2,306 1,893 1,740 992

65歳以上 1,998 2,001 2,104 1,224

合計 4,792 4,245 4,110 2,484

高齢化率 42% 47% 51% 49%

【府中地域】 単位：人、％

平成27 令和2 令和12 令和22

0～14歳 4,067 3,572 2,561 2,392

15～64歳 19,028 17,391 14,445 11,630

65歳以上 12,109 12,370 11,213 11,172

合計 35,277 33,410 28,219 25,194

高齢化率 34% 37% 40% 44%

（３）月平均気温及び降水量

単位：㎜、℃

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

 平均降水量 上下 55.2 53.05 89.4 103.8 102.2 194.15 245.8 139.7

府中 39.75 44.6 82.4 104.3 97.75 212.9 235.85 123.45

 平均気温 世羅 1.0 2.0 5.7 11.0 16.7 20.2 24.2 25.1

府中 3.6 4.5 8.2 13.4 18.9 22.4 26.5 27.7

（つづき)

9月 10月 11月 12月

 平均降水量 上下 181.6 122.95 63.15 74.9

府中 167.6 119.45 56.95 55.9

 平均気温 世羅 20.6 14.6 8.5 3.0

府中 23.2 17.3 11.2 5.5
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（４）産業別生産（実額）
単位：百万円

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

 １次産業 881 874 901 935 794 792 915 993 942 969

 　うち農業 763 780 813 847 703 700 827 906 851 878

 ２次産業 80,057 80,003 99,781 89,631 54,810 73,487 66,830 85,601 79,407 80,696

 ３次産業 80,623 78,393 74,511 71,962 70,752 71,131 71,830 70,252 69,025 68,413

 合計 161,561 159,270 175,193 162,528 126,356 145,410 139,575 156,846 149,374 150,078

（５）備後圏域の観光客数の推移
単位：千人

平成7年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

府中市 1,119 1,060 1,048 1,037 1,032 1,062 996 976 967 840 838

福山市 5,039 5,974 6,099 5,903 5,986 5,851 6,167 6,234 6,286 6,228 6,347

尾道市 4,720 6,547 5,332 5,142 5,176 5,179 6,151 6,551 5,522 5,421 5,849

三原市 1,664 1,923 1,991 1,983 1,966 2,012 2,024 2,050 2,156 2,211 2,139

世羅町 549 1,273 1,312 1,390 1,382 1,527 1,551 1,992 2,063 1,914 1,906

（つづき)

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

府中市 675 706 802 774 852 819 1,016 1,328 1,114

福山市 6,797 6,449 6,352 6,527 6,758 7,269 7,293 7,249 7,162

尾道市 6,180 6,223 6,229 6,330 6,412 6,747 6,749 6,801 6,395

三原市 2,197 2,361 3,124 3,381 3,222 3,546 3,777 4,515 3,909

世羅町 1,890 1,797 1,698 1,631 1,540 2,272 2,265 2,192 2,108
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（１）農業経営体等の推移
単位：千人

平成22年 平成27年 令和2年

 農業経営体 1,679 1,377 1,076

 個人経営体 1,648 1,344 1,037

 団体経営体 31 33 38

（２）年代別基幹的農業従事者数の推移
男女計 単位：人

15～29歳 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74

平成22年 31,479 28,337 36,226 47,143 73,628 116,876 192,811 271,460 303,060 361,017

平成27年 24,051 26,010 33,676 40,756 49,548 76,064 124,790 241,833 305,596 284,900

令和2年 16,064 20,252 30,219 37,702 43,231 50,169 76,733 140,047 252,668 264,193

(つづき）

75～79 80～84 85歳以上 計

平成22年 332,611 191,605 65,184 2,051,437

平成27年 274,508 188,340 86,696 1,756,768

令和2年 196,217 144,412 91,131 1,363,038

（３）経営耕地規模別面積割合
単位：％

1ha未満 1～5 5～10 10～20 20～30 30～50 50～100
100ha
以上

10ha以上
の割合

平成22年 14.4 34.2 9.7 9.0 6.5 9.4 10.7 6.1 41.7

平成27年 11.9 30.2 10.3 10.1 7.2 10.3 11.8 8.2 47.6

令和2年 9.4 25.1 10.2 11.0 8.1 11.8 13.4 11.1 55.3

（４）販売金額規模別経営体数の増減率
単位：経営体、％

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

H22/H17 H27/H22 R2/H27

1,608,887 1,373,593 -14.6% 1,119,685 -18.5% 850,961 -24.0%

137,092 118,117 -13.8% 108,547 -8.1% 106,267 -2.1%

13,594 13,482 -0.8% 15,273 13.3% 18,721 22.6%

1,182 1,384 17.1% 1,827 32.0% 2,261 23.8%

1000万円未満

1000万円～5000万円未満

5000万円～3億円未満

3億円以上

Ћᶮ ֝ ⁵ һ
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（５）経営部門別販売金額規模別経営体数の割合
単位：％

稲作 果樹
露地
野菜

施設
野菜

肉用牛 酪農

68.5 35.4 34.9 10.5 9.3 3.3

25.1 42.5 36.1 26.5 36.0 2.4

3.6 13.9 12.9 20.8 17.4 4.9

2.3 7.7 12.1 33.1 19.5 27.6

0.4 0.4 2.5 4.8 6.4 26.8

0.1 0.1 1.1 2.9 5.1 22.8

0.0 0.1 0.4 1.3 6.4 12.2

100 100 100 100 100 100

（６）部門別農業産出額の推移
単位：億円

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和1年

米 30,781 38,299 31,959 31,861 23,210 19,469 15,517 14,994 17,426

畜産 32,187 32,531 31,303 25,204 24,596 25,057 25,525 31,179 32,107

花 1,719 2,302 3,845 4,360 4,466 4,043 3,512 3,529 3,264

果樹 6,916 9,383 10,451 9,140 8,107 7,274 7,497 7,838 8,399

野菜 19,037 21,104 25,880 23,978 21,139 20,327 22,485 23,916 21,515

その他 11,985 12,676 11,489 9,955 9,777 8,949 5,578 6,523 6,227

合計 102,625 116,295 114,927 104,498 91,295 85,119 81,214 87,979 88,938

（７）農産物類別年次別価格指数の推移
平成27年＝100

農産物
総合

米 野菜 果　実 花き 鶏　卵 生　乳 肉　畜

昭和55年 101.8 177.5 63.4 70.6 85.4 131.7 96.8 105.3

昭和60年 105.2 189.8 70.1 81.4 95.2 114.2 96.2 93.8

平成2年 108.0 172.8 89.7 96.4 104.5 95.6 86.7 88.1

平成7年 104.6 165.8 87.6 106.9 106.4 70.0 83.9 75.6

平成12年 91.4 130.8 75.2 87.7 94.2 74.5 80.8 72.5

平成17年 91.2 120.2 78.8 79.5 98.5 81.4 80.9 81.4

平成22年 92.9 112.9 90.6 94.9 97.1 80.6 88.3 78.1

平成23年 90.7 105.3 86.3 94.8 90.0 85.4 89.4 79.0

平成24年 94.6 125.4 89.7 97.5 94.0 77.1 90.5 76.3

平成25年 95.5 127.3 89.4 89.8 93.0 86.0 91.1 83.5

平成26年 95.0 111.5 88.6 88.5 92.4 95.9 96.0 94.8

平成27年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

平成28年 107.4 112.4 107.8 110.2 103.7 92.8 101.5 99.2

平成29年 108.5 122.5 100.7 110.6 101.5 94.0 103.0 101.9

平成30年 111.8 130.4 107.6 114.4 103.8 85.4 103.7 96.3

令和元 108.5 129.2 94.4 116.3 109.0 80.3 105.2 96.9

500～1000

1千～3千

3千～5千

5千～1億

1億円以上

合計

100～500

100万円未満
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（８）農業生産資材類別年次別価格指数の推移
平成27年＝100

農業資材
総合

肥料 飼料 農業薬剤 諸材料 光熱動力 農機具 建築資材

昭和55年 80.2 66.8 85.9 95.5 89.2 94.8 76.0 86.4

昭和60年 80.8 68.9 79.4 97.9 91.9 91.8 82.7 79.5

平成2年 78.7 62.1 68.3 92.7 88.3 76.4 86.0 86.1

平成7年 78.6 63.4 60.8 94.4 87.9 72.3 92.9 89.4

平成12年 80.1 66.5 61.7 92.1 88.3 70.9 95.9 86.7

平成17年 82.3 68.6 69.4 88.5 86.3 82.2 93.3 82.8

平成22年 90.4 90.9 80.3 97.6 95.5 93.1 97.9 88.9

平成23年 92.4 90.2 86.3 97.4 95.7 102.8 97.3 90.9

平成24年 93.0 92.5 87.1 96.9 96.7 105.2 97.1 91.4

平成25年 96.2 94.2 96.2 96.5 97.0 111.7 97.3 92.6

平成26年 99.8 98.2 98.6 98.9 99.2 117.8 99.5 98.8

平成27年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

平成28年 98.5 98.2 93.1 100.0 100.0 86.5 100.2 100.7

平成29年 98.8 92.7 92.4 99.4 99.6 95.7 100.2 101.3

平成30年 100.7 94.3 96.1 99.4 100.8 107.0 100.3 102.4

令和元 101.9 98.0 97.3 100.5 104.3 106.8 100.8 104.4

（９）就農形態別新規就農者数の推移（49歳以下）
単位：人

合計 新規自営 新規雇用 新規参入

49歳以下 49歳以下 49歳以下 49歳以下

平成22年 54,570 17,970 44,800 10,910 8,040 6,120 1,730 940

平成23年 58,120 18,600 47,100 10,460 8,920 6,960 2,100 1,180

平成24年 56,480 19,280 44,980 10,540 8,490 6,570 3,010 2,170

平成25年 50,810 17,940 40,370 10,090 7,540 5,800 2,900 2,050

平成26年 57,670 21,860 46,360 13,240 7,650 5,960 3,660 2,650

平成27年 65,030 23,030 51,020 12,530 10,430 7,980 3,570 2,520

平成28年 60,150 22,050 46,040 11,410 10,680 8,170 3,440 2,470

平成29年 55,670 20,760 41,520 10,090 10,520 7,960 3,640 2,710

平成30年 55,810 19,290 42,750 9,870 9,820 7,060 3,240 2,360

令和元 55,870 18,540 42,740 9,180 9,940 7,090 3,200 2,270

（１０）移住相談の問い合わせ件数
単位：回、件

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

セミナー開催数 54 84 77 65 90 113 136 302 418

面談・セミナー参加 1,814 2,942 2,861 2,148 4,058 7,283 10,003 17,830 21,452

電話等問合せ 661 881 3,160 4,914 2,387 2,370 2,427 3,754 4,974

合計 2,475 3,823 6,021 7,062 6,445 9,653 12,430 21,584 26,426
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（つづき）

平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

セミナー開催数 485 539 545 349

面談・セミナー参加 25,492 29,849 34,613 19,893

電話等問合せ 7,673 11,669 14,788 18,427

合計 33,165 41,518 49,401 38,320

（１１）移住相談者の年代別割合（センター相談者）
単位：％、n=6,323

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

～20歳代 4.0 5.5 9.5 7.1 8.5 8.9 10.8 16.1 17.9 21.4

30歳代 12.0 20.1 19.0 27.1 20.3 22.9 21.8 28.7 28.0 28.9

40歳代 14.4 14.6 19.0 17.1 22.1 22.2 22.1 22.6 22.5 21.9

50歳代 27.9 30.0 23.3 20.1 19.5 18.8 18.7 16.3 16.0 15.9

60歳代 35.1 26.2 23.6 23.4 23.8 21.2 21.2 12.8 12.0 8.4

70歳代～ 6.6 3.6 5.6 5.2 5.8 6.0 5.4 3.4 3.7 3.5

（つづき）

平成30年 令和1年 令和2年

～20歳代 21.6 18.2 19.9

30歳代 28.9 26.6 30.5

40歳代 21.9 22.5 23.7

50歳代 16.2 19.4 16.5

60歳代 8.2 9.6 7.2

70歳代～ 3.2 3.6 2.2

（１２）家計の月別食料支出（新型コロナ感染症拡大前後の支出額比）

家計支出 食料支出 米類 パン 生鮮野菜 生鮮果物 牛乳 乳製品 肉類 調理食品

令和2年2月 1.009 1.063 1.071 1.036 1.006 1.035 1.061 1.098 1.061 1.108

3月 0.948 0.993 1.167 0.968 1.09 1.057 1.092 1.119 1.111 1.037

4月 0.893 0.957 1.128 0.94 1.219 1.057 1.132 1.218 1.209 0.992

5月 0.84 0.969 1.08 0.991 1.204 1.081 1.1 1.168 1.24 1.027

6月 0.995 1.004 1.051 0.967 1.106 1.04 1.069 1.093 1.118 1.046

7月 0.93 0.996 1.098 0.966 1.157 0.983 1.022 1.09 1.142 1.011

8月 0.936 0.992 1.101 0.954 1.262 1.087 1.042 1.12 1.148 1.018

9月 0.901 0.989 1.033 0.991 1.08 0.976 1.015 1.039 1.089 1.02

10月 1.021 1.037 0.89 1.001 1.091 1.088 1.005 1.033 1.1 1.031

11月 1.007 1.022 0.946 0.985 1.076 1.059 1.055 1.035 1.103 1.038

12月 0.983 0.995 1.003 0.997 1.04 1.06 1.019 1.063 1.083 1.064

令和3年1月 0.939 0.983 1.063 1.019 1.141 1.142 1.049 1.087 1.138 1.067

2月 0.935 0.965 0.875 0.972 1.081 1.048 0.992 1.008 1.034 1.045

資料編 １ 統計資料等（全国の農業を取り巻く情勢）

71



（つづき）

一般外食 喫茶 飲酒 学校給食

令和2年2月 1.04 1.157 1.132 1.049

3月 0.691 0.724 0.484 0.863

4月 0.341 0.284 0.1 0.692

5月 0.417 0.332 0.121 0.361

6月 0.67 0.583 0.378 0.66

7月 0.72 0.649 0.475 0.986

8月 0.656 0.668 0.366 1.326

9月 0.772 0.739 0.468 1.02

10月 0.972 0.887 0.646 0.834

11月 0.859 0.8 0.431 1.006

12月 0.691 0.691 0.183 0.835

令和3年1月 0.56 0.573 0.093 0.786

2月 0.673 0.75 0.164 0.91

（１３）インターネットによる食料品の支出額（新型コロナウイルス感染症拡大前後の比較）

単位：円/人

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

平成30年 362 330 351 330 372 378 392 387 442 439

令和1年 478 462 445 452 457 447 435 433 458 439

令和2年 520 508 570 757 829 790 748 710 729 751

（つづき）

11月 12月 年平均

平成30年 488 655 410

令和1年 487 696 473

令和2年 833 1098 737

（１４）農業部門での温室効果ガス排出量（2019年度）
単位：万ｔ（CO2換算）

効果ガス 要因区分 排出量

燃料燃焼 33.1% 1,570

石炭・尿素 1.0% 49

家畜の消化管内発酵 15.9% 756

家畜排せつ物管理 4.9% 233

稲作 25.2% 1,195

家畜排せつ物管理 7.8% 369

農用地の土壌 11.8% 558
N2O 19.5%

CO2 34.1%

CH4 46.0%
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（１）農業産出額の推移

単位：千万円

平成7年 平成12年 平成16年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年

米 92.1 68 59 39 43 48 50 50 47

野菜 44.3 39 30 28 30 43 39 36 32

果実 3.6 2 3 2 2 2 2 2 1

花き 2.9 4 5 8 9 12 11 11 4

工芸 2.2 2 2 1 1 1 1 1 1

肉用牛 8.8 7 5 9 10 10 9 10 6

酪農 37.7 34 37 32 31 30 29 27 33

その他 7 8 3 4 4 5 3 3 3

産出額計 199 164 144 123 130 151 144 140 127

（２）水稲作付面積の推移
単位：ha、kg/10a、t

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年

作付面積 512 502 510 504 499 472 461 447 443 434

収量 521 521 535 517 486 506 536 537 522 501

収穫量 2,670 2,620 2,730 2,610 2,430 2,390 2,470 2,400 2,310 2,170

（３）経営耕地面積と法人経営体の推移

単位：戸、ha、経営体

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

913 837 745 655 580 －

経営耕地面積（経営体) - - 573 530 511 457

総農家数 2,229 2,026 1,832 1,661 1,469 1,255

農業経営体数 - - 796 621 526 423

法人経営体 - - 6 10 16 15

農事組合法人 - - - 3 6 6

会社組織 - - 3 5 7 7

経営耕地面積（総農家)

↑ʴ⁸ ᵂ
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（４）農家、土地持ち非農家の推移

単位：戸

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総農家 1,832 1,661 1,469 1,255

販売農家 783 604 504 400

自給的農家 1,049 1,057 965 855

土地持ち非農家 1,004 1,064 1,057 -

（５）経営耕地規模別面積割合の推移

単位：％

0.5ha未満 0.5～1ha 1～3ha 3～10ha 10ha以上

H17 24 39 26 9 2

H22 20 40 25 12 3

H27 16 38 34 12 0

R2 11 26 24 15 25

（６）経営部門別認定農業者数の推移

単位：経営体

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

水稲（専作） 4 4 4 5 5 5

水稲（複合） 6 6 6 3 3 3

野菜 2 2 2 3 3 3

花き類、苗 2 2 2 3 3 3

工芸（茶､こんにゃく） 1 1 1 2 2 2

肉用牛 1 1 1 1 1 1

酪農 8 8 8 8 8 7

計 24 24 24 25 25 24

（７）認定農業者数と農地利用集積面積の推移

単位：経営体、ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

個人 16 16 16 17 17 16

集落法人 7 7 7 7 7 7

その他法人 1 1 1 1 1 1

貸借+作業受託 90.1 93.4 95.2 98.7 103.2 100.6
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（８）販売金額規模別経営体数の推移

単位：経営体

100万円
未満

100～
500万円

500～
1千万円

1～
5千万円

5千万円
以上

平成17年 565 57 8 16 2

平成22年 441 44 12 13 4

平成27年 353 49 8 17 2

令和2年 271 55 7 14 2

（９）主食用米の生産面積の推移

単位：ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

生産面積 465.8 456.3 444.8 433.4 426.1 421.9

うち特栽米 41.6 41.9 38.9 38.7 36.2 -

特栽以外 424.2 414.4 405.9 394.7 389.9 -

（１０）非主食用米の生産面積の推移

単位：ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

飼料用米 6.5 8.6 12.4 9.7 8.4 3.8

WCS用稲 9.4 11.7 13.5 12.7 11.9 11.6

加工用米 0.4 0.7 0.6 7.3 6.8 6.9

計 16.3 21 26.5 29.7 27.1 22.3

（１１）飼料作物、大豆等生産面積の推移

単位：ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

飼料作物 23.6 23.1 19.9 19.5 19.2 37

大豆 6.4 6.2 4.9 5.5 6 4

その他（そば他） 7 9 7 7 6 7

計 33 33.5 28.1 28.4 27.1 44.4

資料編 １ 統計資料等（府中市農業の現状と問題点）
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（１２）高収益作物の生産面積の推移

単位：ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

キャベツ 7.0 10.3 9.1 7.1 7.1 6.2

白菜 4.6 4.9 5.3 7.6 6.9 6.9

アスパラ 3.0 3.2 2.9 3.0 3.6 3.3

ほうれんそう 1.6 1.5 1.2 1.5 1.4 1.8

合計 16.2 19.9 18.5 19.2 19.0 18.2

（１３）振興作物の生産面積の推移

単位：ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

かぼちゃ 5.7 5.2 5.1 6 6.1 5.1

きゅうり 3.2 3.1 3.1 3.0 2.8 2.9

こんにゃく 1.5 1.4 1.5 0.6 1.4 2.1

さつまいも 1.9 1.8 1.8 1.2 1.5 1.6

だいこん 1.4 1.6 1.4 1.4 1.3 1.1

たまねぎ 1.2 1.4 1.3 1.5 1.7 2.3

白ねぎ 1.1 1.2 1.3 1.2 1.7 2.6

小松菜 0.3 0.3 0.5 0.3 0.2 0.2

キク 1.3 1.1 1.0 3.0 2.9 2.8

リンドウ 1.0 1.0 1.0 0.8 0.7 0.7

トルコギキョウ 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0

合計 18.7 18.2 18.1 19.1 20.3 21.4

（１４）畜産経営の飼養戸数及び飼養頭数

肉用牛（繁殖・肥育） 単位：経営体、頭

平成25年 令和2年

6 8

繁殖 42 254

肥育 375 254

酪農 単位：経営体、頭

平成25年 令和2年

12 9

429 378

36 42

飼養戸数（経営体）

飼養戸数（経営体）

飼養頭数（頭）

１戸あたり飼養頭数（頭）

資料編 １ 統計資料等（府中市農業の現状と問題点）
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（１５）環境保全型農業直接支払制度の取組推移

単位：経営体、ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

経営体数 7 8 8 8 7 5

取組総面積(ha) 50.17 53.37 52.21 48.63 47.54 30.47

堆肥施用(ha) 47.76 51.17 49.93 46.26 44.97 27.91

有機農業(ha) 2.41 2.2 2.28 2.37 2.57 2.56

（１６）周辺市町の農作物の鳥獣被害の推移

単位：％

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年

府中市 100.0 101.4 59.4 60.0 47.5 66.6 29.9 27.5 53.5 44.6

三原市 100.0 90.3 91.1 122.2 131.1 113.1 100.1 122.7 42.4 238.9

尾道市 100.0 99.9 106.6 69.8 66.0 63.7 54.1 52.0 47.3 42.7

福山市 100.0 134.5 116.2 80.5 89.8 55.8 58.6 71.0 59.0 60.6

三次市 100.0 48.5 46.3 57.7 43.3 48.0 64.6 66.5 70.3 110.0

庄原市 100.0 88.5 45.5 29.6 9.7 7.5 9.3 8.0 9.9 12.1

東広島市 100.0 123.7 105.3 124.9 110.7 121.7 78.0 86.6 45.8 114.7

世羅町 100.0 109.3 100.3 110.5 113.8 118.1 111.7 103.4 90.2 92.0

神石高原町 100.0 77.9 75.6 79.4 75.6 42.3 77.5 73.9 106.8 143.7

広島県 100.0 81.6 64.1 56.2 55.8 48.7 46.9 48.1 45.8 56.1

（１７）中山間地域等直接支払取組面積及び参加戸数の推移

単位：ha、件、戸

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

対象面積（ha） 337.2 363.7 368.2 371.6 372.3 375.9

協定数（件） 31 31 32 33 33 34

　うち集落協定（件） 29 29 30 31 31 32

2 2 2 2 2 2

農家数（戸） 631 631 704 709 709 722

　うち個別協定（件）

資料編 １ 統計資料等（府中市農業の現状と問題点）
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（１８）中山間地域等直接支払取組状況（参加戸数、面積規模）

単位：ha、戸

地区数 面積 参加戸数

5ha未満 8 26.7 60

5～10ha未満 11 86.7 191

10～20ha未満 8 101.3 159

20～30ha未満 2 49.9 111

30ha以上 3 117.2 191

個別協定 2 15 2

合計 34 396.8 714

平均 12 21

（１９）多面的機能支払制度の取組面積の推移
単位：ha

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

312.4 321.7 321.9 321.9 321.9 318.9

312.4 321.7 321.9 321.9 321.9 318.9

0 95.9 173.1 202.5 274.4 295.4

（２０）府中市の食料支出額（推計）

単位：円/世帯、百万円

項 目

食料支出

米

もち

その他穀類

生鮮野菜

生鮮果物

大豆加工品（豆腐、納豆）

野菜加工品（こんにゃく、漬物）

その他野菜・果物・海藻・加工

生鮮肉

その他肉類

牛乳

乳製品

卵

油脂・調味料

魚介類

菓子類

飲料

調理食品

酒類

学校給食

外食その他 158,683 2,661

115,538 1,937

34,278 575

5,496 92

52,220 876

65,699 1,102

48,522 814

17,316 290

6,779 114

33,995 570

54,611 916

12,988 218

12,679 213

8,988 151

5,862 98

11,718 197

41,891 702

47,207 792

28,808 483

780,490 13,086

14,458 242

968 16

市の総支出額

協定面積区分

農地維持

資源向上（共同活動）

資源向上（長寿命化）

世帯あたり支出額

資料編 １ 統計資料等（府中市農業の現状と問題点）
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（２１）在留外国人総数(福山市、府中市、尾道市の合計）
単位：人

中国 ベトナム フィリピン 韓国 ブラジル ネパール その他 総数

平成29年 3,185 2,857 2,494 923 475 52 1,595 11,581

平成30年 3,066 3,260 2,351 904 483 86 1,701 11,851

令和1年 3,107 3,970 2,611 883 466 188 2,070 13,295

令和2年 2,987 4,230 2,918 844 481 242 2,123 13,825

（２２）学校給食での市内産農産物の使用量及び割合（重量ベース）

単位：t、％

重量 割合

米 24 37%

たまねぎ 14 21%

白菜 4 6%

キャベツ 3 5%

にんじん 4 5%

大根 2 4%

じゃがいも 2 3%

その他 12 19%

合計 65 100%

（２３）道の駅びんご府中産直市の売上等推移

単位：千円、人、円/人

平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

売上 72,592 87,686 88,891 113,201

客数 92,994 98,405 98,508 110,911

客単価 781 891 902 1,021

（２４）道の駅びんご府中農産物出荷者数の状況

単位：人

10万円
未満

10～20
万未満

20～30
万円

30～50
万円

50～100
万円

100～
200万円

200～
300万円

出荷者数 91 27 18 19 21 13 3

資料編 １ 統計資料等（府中市農業の現状と問題点）
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問8　農業の後継者はいますか？

その他

合計

問13　農業の担い手育成について、どのようにお考えですか？

ｻﾝﾌﾟﾙ数（複数回答）

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ

問15　中山間地域等直接支払制度をご存じですか？

その他

合計

問16　あなたの集落でも中山間地域等直接支払制度を活用したいですか？

その他

合計

問25　農業の技術革新（スマート農業）について、どんなことに関心がありますか？

Å「後継者がいない」と回答した農家

（一般）は約４割。

Å「わからない」を含めると全体の約６

割は、後継者の確保に不安を抱えてい

る。

後継者はいる

32%

今はいないが将

来は継がせたい

7%農業を継ぐ後継者はいない 28%

後継者はいない

14%

わからない

18%

その他

1%

図2-4  農業の後継者の有無 一般 266

※「後継者がいない」
42%

0 50 100 150

大型稲作農家の育成

集落法人の設立

定住者（兼業農家）を増やす

新規就農者（自立経営）の育成

企業を農業後継者として受入

その他

(件)
図2-5 担い手育成の考え方

一般 中山間 認定

一般 275、中山間 16、認定 18Å育成すべき水田（稲作）の担い手とし

ては、１位が「大型稲作農家」、次い

で「集落法人」、さらに「定住者（兼

業農家）」の確保、増加が上位に挙げ

られた。

( ) ♥

規模拡大

3%

現状維持

31%

規模縮小

26%

やめている

31%

その他

9%

図2-1 10年後の農業の意向 一般 265

規模拡大

7%

現状維持

56%

規模縮小

31%

その他

6%

図2-2 10年後の農業の意向 中山間 16

規模拡大

28%

現状維持

50%

規模縮小

17%

やめている

5%

図2-3 10年後の農業の意向 認定 18

(1) ₴♥ ᵣ ׄ

資料編 ２ 農業振興に関する意向調査結果

ʝ ὤ ʴῇ ᷂Ḣ Ӳὑ̈ ὑ

Å 10年後の農業経営の意向について、一

般農家の約３割が「現状維持」、６割

近くは「規模縮小」または「やめる」

と回答。

Å認定農業者等でも「規模拡大」は３割

弱、半数が「現状維持」と回答。

一般 ：一般農家
認定 ：認定農業者等
中山間：中山間地域等直接支払協定代表者 数値は回答者数
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その他

ｻﾝﾌﾟﾙ

問9　10年後の農業はどうしていますか？

その他

合計

問8　この10年のうち経営規模（農地）はどうお考えですか？

その他

合計

問9　この10年のうち農地の借入についてどうお考えですか？

問10　農地を今後どうしたいと思いますか？

その他

合計

問11　あなたの集落の農業、農地について困っていることは？

自ら利用を続ける

38%

作業委託な

どで続ける

13%

農地を貸したい

28%

農地は貸さない

6%

その他

15%

図2-6 農地の利用・管理等の今後 一般 254

概ね知っている

47%あまり知らない

48%

その他

5%

一般 144図2-8 中山間地域等直接支払制度の認知度

注：集落で制度を活用していない人を対象

活用したい

33%

制度の活用に

関心がある

26%

活用したい

と思わない

27%

その他

14%

一般 122図2-9 中山間地域等直接支払制度の活用意向

注：集落で制度を活用していない人を対象

「活用したい」

「関心あり」

59％

Å中山間地域等直接支払制度の認知度に

ついて、現在、取り組んでいない人の

約半数は制度について「知らない」と

回答。

Å同制度を活用していない地域の多くの

人は、制度の活用に関心があり、「説

明を受けたい」と回答。

( ) ᷂ ͪЋ ᵣ ṑ ρ

0 100 200 300

鳥獣被害の増加

遊休農地の増加

用排水路の老朽化

共同作業の担い手不足

道路の老朽化

ため池の老朽化

宅地と農地の混在

その他

（件）

図2-7 地域の農業で困っていること

■一般 ■中山間 ■認定

資料編 ２ 農業振興に関する意向調査結果

Å農地利用の今後について、農家（一

般）の約４割は「自ら利用（耕作）す

る」と回答。その他４割は「貸す」

「委託する」など、自ら利用(耕作)はし

ないと回答。

Å地域の農業で困っていることでは、

「鳥獣被害の増加」と回答した件数が

突出している。

Å次いで「遊休農地の増加」「用排水路

の老朽化」「共同作業の担い手不足」

となっている。

一般 259 中山間 15  認定 18
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問8　農業の後継者はいますか？

その他

合計

問13　農業の担い手育成について、どのようにお考えですか？

ｻﾝﾌﾟﾙ数（複数回答）

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ

問15　中山間地域等直接支払制度をご存じですか？

その他

合計

問16　あなたの集落でも中山間地域等直接支払制度を活用したいですか？

その他

合計

問25　農業の技術革新（スマート農業）について、どんなことに関心がありますか？

0 50 100 150

用排水路整備（改修）

水田等のほ場整備

道路整備（拡幅、改良含む）

水田の排水対策（暗きょ等）

ため池の整備（改修）

園芸用ハウス等施設整備

農産物加工施設等整備

畜舎、搾乳設備等施設整備

その他

（件）
図2-10 生産基盤の整備

一般 中山間 認定

一般 216

( ) Ḩ ρ

0 10 20 30 40 50 60 70

⑨農地等保全（中山間直払）
⑥学校給食への農産物供給

⑩農業施設保全（多面的支払）
➄直売施設の整備運営

⑪鳥獣被害対策
④野菜,花き,果樹生産振興

⑫農業生産基盤の整備
③集落営農等の確立支援
①新規就農者の育成支援
②認定農業者の育成支援

⑬都市農村交流の推進
⑧環境保全型農業支援

⑦畜産の振興

（件）
図2-11 評価（満足度）の高い施策

一般 認定 中山間

Å農業振興施策のうち、「中山間直払制

度」や「多面的機能支払」など、農

地・農業用施設等保全管理に係る施策

の満足度は高く、施策の必要性につい

ても高く評価されていることが分かっ

た。

143

86

37

12

7

0 100 200

イノシシ等罠の遠隔操作等

畦畔の草刈ロボット

省力化等のロボット技術

園芸用ハウスの環境制御等

その他

（件）
図2-12 スマート技術で関心のあること

一般 認定 中山間

一般 215 認定14 中山間15
Åスマート農業技術の導入については、

「鳥獣被害対策」や「畦畔管理」、

「水田の水管理」について関心が高く、

水田農業の維持について挙げられた問

題点と一致。

Å認定農業者等は、園芸用ハウスの環境

制御技術にも関心があると回答された。

0 20 40 60 80 100

農産加工

飲食店に農産物供給

食品業者と連携

農家レストラン営業

農家民宿営業

(件)

図2-13 ６次産業化の取組について

取り組み中 関心あり

注：取組の重複あり

( ) Ⱳ

( ) Ⱳ

資料編 ２ 農業振興に関する意向調査結果

Å必要とされる生産基盤の整備は、地域

によって異なるが、全体では「用排水

路整備（改修）」が最も多く、次いで

「ぼ場整備」「農道整備（改良等）」

「水田の排水対策」の順で回答が多

かった。

Å認定農業者等では、「園芸用ハウス整

備」についても回答が多かった。

Å小規模経営も含め、農産加工や農家民

宿、農家レストランなど幅広い分野で

関心を持っている農家が多い結果と

なった。

一般 275 認定 18  中山間16

一般 275 認定 18  中山間16
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その他

ｻﾝﾌﾟﾙ

問9　10年後の農業はどうしていますか？

その他

合計

問8　この10年のうち経営規模（農地）はどうお考えですか？

その他

合計

問9　この10年のうち農地の借入についてどうお考えですか？

問10　農地を今後どうしたいと思いますか？

その他

合計

問11　あなたの集落の農業、農地について困っていることは？

0 50 100

農業祭などのイベント開催

市内の農産物等の紹介、PR

農業体験の機会、場所の提供

首都圏での販売促進、交流拡大

市民農園等開設

その他

（件）
図2-14 消費者との交流での関心

■一般 ■中山間 ■認定

資料編 ２ 農業振興に関する意向調査結果

Å消費者との交流に関して、認定農業者

等も含めて多くの農家は、「農業祭等

のイベント開催」や「農産物のＰＲ」

及び「農業体験機会等の提供」につい

て、期待と関心が高い結果となった。

一般 160 中山間 14  認定 15
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問8　農業の後継者はいますか？

その他

合計

問13　農業の担い手育成について、どのようにお考えですか？

ｻﾝﾌﾟﾙ数（複数回答）

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ

問15　中山間地域等直接支払制度をご存じですか？

その他

合計

問16　あなたの集落でも中山間地域等直接支払制度を活用したいですか？

その他

合計

問25　農業の技術革新（スマート農業）について、どんなことに関心がありますか？

157

109

69

42

25

14

0 50 100 150 200

直売所での農産物販売充実

学校給食への農産物供給拡大

農家から直接農産物を購入

団地、住宅地への移動販売

自身で農産物を生産したい

その他

（件）
図2-17 地産地消について、期待すること

消費者 227

41

23

92

39

22

48
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図2-15 府中市の農業に期待すること 消費者 236
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図2-16 市の農業農村に期待すること 企業 46
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資料編 ２ 農業振興に関する意向調査結果

Å市民が市の農業に期待すること１位は

「新鮮で安全・安心な食料供給」が突

出して多く、２位が「農業者育成」、

３位以降が「環境にやさしい農業」、

「学校給食への地元産農産物の供給」

という結果となり、「地産地消の推

進」に対する期待の大きさが把握され

た。

Å企業についても概ね同じ傾向で、「新

鮮で安全・安心な食料供給」と「農業

者の育成」が上位を占める結果となっ

た。

Å地産地消のなかでも、特に期待するこ

とは、「直売所」を通じた取組が最も

多く、次いで「学校給食」への農産物

供給という結果となった。

Å年代別では、60歳以上の世代では「直

売所」、40歳代以下では「学校給食」

を通じた取組を期待する割合が多い結

果となった。

Å 50歳代では、「農家から直接購入」を

希望する回答も比較的多かった。
消費者 226
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問9　10年後の農業はどうしていますか？
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合計

問9　この10年のうち農地の借入についてどうお考えですか？

問10　農地を今後どうしたいと思いますか？
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問11　あなたの集落の農業、農地について困っていることは？

19

5

5

4

3

2

1

11

0 5 10 15 20

契約栽培（農産物の安定供給）

社員教育等への農業体験の場

自ら農業経営（農場を所有等）

食品残さの堆肥化

農業法人に出資し、経営に参画

自社の技術を活用したい

労働力の相互利用等連携

特に関心はない

（件）
図2-22 農業生産者との提携等に関心があるか 企業 37
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図2-20 米の購入先
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図2-19 直売所を利用する頻度（年代別）

週に２日以上 週に１日程度 月に２～３日程度

２か月で２～３日程度 年に数回程度 ほとんど行かない

資料編 ２ 農業振興に関する意向調査結果

Å地産地消に関連し、米の購入先につい

てたずねたところ、全体では縁故米の

割合が多い結果となったが、年齢層が

上がるにつれて市内の農家や直売所で

購入する割合が増える傾向となった。

Å直売所（市内外含む）の利用実態をた

ずねたところ、月に１回以上利用する

と回答した割合は、60歳以上では半数、

40～50歳代でも３割を占める結果と

なった。

Å 60歳代と70歳代の２割以上は週に１回

以上利用しており、市民の多くが直売

所をよく利用していることが把握され

た。

Å企業（主に食品関連事業者）の多くは、

地場産農産物の仕入れに関心が高く、

野菜をはじめ、加工品も含めて様々な

商品の仕入れを希望している。

Å農産物の仕入れだけでなく、農業者と

連携、提携したい事業について、「社

員教育のための農業体験」や「食品残

さの堆肥化」、企業自ら「農業経営に

参画する」など、様々な分野での連携

意向があることが分かった。

消費者 233
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資料編 ３ 用語説明
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(4

用　　　　語 解　　　　　　　　　　説

用　　　　語 定　　　　　　　　　　義

資料編 ３ 用語説明
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１　パブリックコメントの実施

２　ビジョン策定委員会（要綱、委員）

ὑ

93



ŢɏɔɨɁȭȱɟɱɆὕ Ţ

─

─

策定経過 パブリックコメントの実施

府中市農業振興ビジョン（案）について、市民等からの意見を求め、計画に反映させる

ため、以下のとおりパブリックコメント（意見公募）を実施。

令和４年３月８日（火曜）～令和４年３月１８日（金曜） １７時１５分 まで

府中市役所農林課（３階）、上下支所地域づくり係、市ホームページ

市内に住所がある人、市内の事務所または事業所に勤務する人、市内の学校に在学する

人、その他本案件に利害関係のある人

意見提出者数 ： ０
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ŢỖᴣ̝ Ţ

策定経過 ビジョン策定委員会

↑ʴ⁸ ὑỖᴣ̝

第１条 府中市農業振興ビジョン（以下「農業振興ビジョン」という。）の策定に

あたり、幅広く意見を聴取し、実効性のある計画とするため、府中市農業振興ビ

ジョン策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

第２条 委員会は、次に掲げる事務を行う。

⑴ 農業振興ビジョンの策定に関する提案及び助言

⑵ その他農業振興ビジョンの策定に関し必要な事項

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

⑴ 学識経験を有する者

⑵ 関係団体及び関係機関に属する者

⑶ その他市長が必要と認める者

第４条 委員の任期は、委嘱の日から所掌事務が終了するまでの期間とする。

┘

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、それぞれ委員の互選により定

める。

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。

第７条 委員会の庶務は、経済観光部農林課において処理する。

第８条 委員の報酬等は、府中市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例（昭和３１年府中市条例第３０号）により支給する。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、市長

が別に定める。

この告示は、令和３年２月１日から施行する。
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Ţ ὑỖᴣ̝ Ỗᴣ׀ Ţ

῎ ῴ ˘ 府中商工会議所 副会頭

ᾛ ′ ẞ 池田牧場

ᾛ ᵃ ˘ 庄原農業協同組合 営農販売部長

ᾛ ᾌ 府中市農業委員会 会長

府中市観光協会 会長

̾ もみじ銀行府中支店 支店長

委  員 広島大学大学院 統合生命科学研究科 教授

῎ Џ 福山市農業協同組合 営農経済部長

Ὗ 府中市集落法人連絡協議会 会長

ʣ 府中市 副市長

ῇ ∆ 上下町商工会 会長

ῇ Ҁ 府中市町内会連合会 会長

ῇ ⅎ ⱷ 広島県東部農林水産事務所 所長

オブザーバー ̯ Ϲ 広島県地域政策局 中山間地域振興課 主査

５０音順　 敬称略　 ◎委員長　 ○副委員長

Ţѝ ̝Ỗᴣ׀ Ţ

Ẏ ӱ ֲ 近畿大学農学部農業生産科学科 准教授

ᾛ ῇ ˴ ֶ 小森山農園　園主（花・野菜苗）

ʹ ʝ (農)野津田農園

委  員 ә 広島県東部農業技術指導所　主査

福山市農業協同組合 
府中グリーンセンター　副センター長

Ὗ (有)ファーム矢野 代表取締役

庄原農業協同組合
上下営農センター センター長

５０音順　 敬称略

ῇ

氏名 所属・役職等

氏名 所属・役職等

ᴇ Ѹ

策定経過 ビジョン策定委員会

◎

○
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